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韓国の環境関連賦課金の汚染排出削減

インセンティブに関する分析*
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要約

本稿では， OECD諸国の中でも，財政収入に占める環境関連賦課金の比率が最も多い韓国に

おいて，これらの経済的手段が汚染排出削減インセンティブをもたらしたか否か，独自のアン

ケート調査に基づいて分析した。その結果，製造業に対する排出賦課金は，水質・大気ともに汚

染物質の排出量よりも排出濃度に応じて賦課され，しかも十分に排出基準を下回る濃度であれば

賦課金が免除されるなどの構造から，大企業においては濃度低減のインセンテイブがあり，それ

を通じて総量の削減にもつながったと考えられる。それに対して，中小企業では，濃度低減のた

めの初期投資が大きく 濃度基準を守るだけでも負担が重く，規模別の効果が異なることが示さ

れた。また，サービス業等に対する環境改善負担金については，アンケート回答数が少なく，イ

ンセンティブ効果を分析することができなかったが，ヒアリング調査によれば，企業に一定の削

減インセンテイブを与えていると思われる。ただ，教科書的な理論の想定するメカニズムが働い

ているとは考えにくし、。

1.はじめに

韓国では1980年代より，深刻化する大気・水質汚染問題に対し政策的対応がとられはじめ，現

在までに幅広く，数多くの環境政策手段が導入されている(李・朴・千 (2005))。直接規制的措

置と経済的誘因制度を組み合わせた総合的な環境政策手段によって いくつかの指標は著しい改

善を見せている(図 1から 4)。大気の質については，主要都市では80年代以降，硫黄酸化物

(二酸化硫黄 S02で代表)の濃度が継続的に低下しているが，浮遊粒子状物質 (PMI0で代表)

は横ばいに過ぎず， N02濃度は低下どころか上昇傾向を見せている。水質に関しては，政策の

数も予算の額もこの分野に最も多く投じられていることもあり ，90年代後半には河川の水質が改
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図1 主要都市の S02濃度 (ppm)
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図3 主要都市の PMlO濃度 (μg/m3)
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図2 主要都市の N02濃度 (ppm)
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図4 主要河川の水質 (BOD，mglA) 
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一.一漢江(ハンガン，地点:ノリャンジン)

-・-洛東江(ナクトンガン，地点:グポ)

-・-錦江(クムガン，地点:チョンウェン)

出典:STAT-KOREAデータベースを用いて検索 (http://www.stat.go.kr/statcms/mainおp，http://www. 
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善に向かってきたが，最近になって改善が足踏みしているように見える。

いずれにせよ，汚染指標の改善に対しては，各種の直接規制的手段の他，賦課金収入を用いた

環境対策が効果を発揮してきたと考えられる。しかし，環境関連賦課金が，汚染排出やエネル

ギー消費の価格引き上げを通じて，排出削減に貢献したと言えるかどうかは，データを用いた分

析を必要とする。李・朴・千 (2005)は，賦課金が二酸化硫黄 (502)，二酸化窒素 (N02)，溶

存酸素 (DO) といった環境指標に影響を与えたか否かについてパネル分析を行った。それによ

れば，排出賦課金や環境改善負担金は， 502濃度の改善をもたらしたとは言えないこと，測定

技術の未発達のため従来の規制対象から外れていた N02については，波及的に改善効果を及ぼ

した可能性があること，および，水質の改善には，環境改善負担金の導入が一定の貢献を果たし

たと考えられることを示した。しかし，マクロ的なデータに基づく分析では，個別の企業が賦課

金のインセンテイブによって排出量を削減したのかどうかを結論づけることはできない。本稿で

は，個別企業によるアンケート回答事例を元に，賦課金インセンテイブを明らかにする口
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2.韓国の環境関連賦課金の概要

2.1 韓国の財政および環境政策に重要な役割を果たす環境関連賦課金

OECDの環境税・賦課金データベースによれば， 2001年の韓国の環境関連の税・賦課金から

の収入は，対 GDP比で 4位(約3.4%)，政府の税・賦課金収入比で 1位(約12.6%)であり，

環境関連の税・賦課金に依存する度合いが主要国の中でも高い(ちなみに，日本は GDP比で約

1.8% (27位)，税・賦課金収入比約6.3% (22位)であった)。これらの収入は日本の環境省にあ

たる環境部の所管予算の大部分を占める「環境改善特別会計」に繰り入れられ，環境対策に用い

られている(表 1，李・朴・千 (2005))。中でも重要な意味を持つのは，サービス事業所の使用

するエネルギーと廃水，および軽油自動車に賦課され，特別会計収入の24%を占める環境改善負

担金 (1993年導入)と，収入こそ小さいが工場等に対する直接規制を補完する排出賦課金 (1983

年導入)である(表 2)。しかしながら， 2005年から環境予算が大幅に拡大され，約 6割が一般

会計からの転入で賄っている。環境部自主財源(環境改善特別会計)は微増しているが，これが

環境部予算に占める割合は2002年の87%から2006年には40%に減少している。

また，部門別の支出を見てみると，水質保全に予算の半分を割当ている。次に大気保全のため

に約10%の予算が投じられている。収入の多くは，大気に関する賦課金収入であるが，支出の多

くは水質保全にまわしていることが特徴である。

表1 環境部所管予算の歳入と歳出の内訳 (2006年度予算)

収入項目 歳入額(億ウォン) 構成比(%) 支出項目 歳出額(億ウォン) 構成比(%)

企仁』1 計 26，281 100 止口』 計 29，992 100 

(環境改善特別会計〉 10，804 41.1 上 水 道 2.255 7.5 

環境改善負担金 6，331 24.1 水 斤貝斤 保 /ヰ」二 15，675 52.3 

排出賦課金 147 0.6 廃棄物管理 2，773 9.2 

廃棄物預置金 2 0.0 大 主XゴL 保 全 3，249 10.8 

再活用賦課金 45 0.2 白 扶 保 三r五、、 1.576 5.3 

廃棄物負担金 489 l.9 環境技術研究 2.167 7.2 

水質改善負担金 155 0.6 そ の 他 2，297 7.7 

生態系保全協力金 352 1.3 

融資元利金 1，639 6.2 

収入代替経費 8 0.0 

そ の 他 1，433 5.5 

前年度繰越金 204 0.8 

〈一般会計転入金〉 15，476 58.9 

注)排出賦課金のうち大気:水質:畜産の比率は，賦課16: 83 : 1，徴収63: 35 : 2であった (2005年度)。環境改善負担
金は，施設物と自動車の比率が28: 72 (2002年度)であった。施設物については，大気と水質の環境改善負担金はまと
めて徴収されるため，その比率を知る統計が得られないが，自動車を含めて考えれば環境改善負担金の大部分は大気関

連と言える。表は塾づヰ(環境部， 2006)を基に作成した。
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表2 排出賦課金・環境改善負担金の概略 (2005年時点)

排出賦課金 環境改善負担金

実 施 年 1983年(超過)， 1991年(基本) 1993年

部 門 製造 流通・サービス

種 類 (基本，超過)大気，水質，畜産 施設物，軽自動車

対象環境媒体 大気，水質 大気，水質

-大気(基本):硫黄酸化物，浮遊粒子

状物質

賦課対象汚染物質 -大気(超過):上記含む9種

-水質(基本):有機物質，浮遊物質

-水質(超過):上記含む19種

賦課標準
-基本:汚染物質の排出量，濃度別賦 -燃料使用量(大気)，水使用量(水

および
課係数(大気)，放流水水質基準超 質)，業種別汚染誘発係数，年度

賦課係数
過率別賦課係数(水質)，年度別・ 別・地域別の賦課係数など

地域別の賦課係数など

立す 象 者
-基本:1-4種事業所 -床面積160m2以上の施設物の所有者

-超過:排出許容基準を超える事業所 -軽油自動車:所有者

-硫黄含有量の少ない燃料使用 -外国・国際機関が所有する施設物，

-最適防止施設設置 住宅など

免除・減免 -清浄燃料使用 -清浄燃料使用

• 5種免除， 4種50%減免 -中水道・雨水利用 (25%)

• 5種

賦課回数 2回/年 2回/年

徴収機関 自治体 自治体

政策手段タイプ 直接規制+税 (直接規制)+税

2.2 排出賦課金制度

韓国の排出賦課金の特徴は二段構造，つまり直接規制(濃度規制としての排出許容基準)と連

動してそれを超過した場合に制裁として賦課される超過賦課金と，排出許容基準を超過したか否

かにかかわらず賦課される基本賦課金の 2つからなるという点である。

韓国と同様の二階建ての仕組みになっているのは，大気・水質賦課金とも non-compliance

feesをもっエストニア ラトピア リトアニアの三国1)である。その他，二階建てではないが，

明らかに直接規制と関連づけられた賦課金は，大気賦課金としてはブルガリア，クロアチア，ス

ウェーデンにみられ 水質賦課金としてはブルガリア，メキシコに見られる2)。

1) 三国とも排出許可証 (permit)で認められた排出基準 (benchmark) に違反した場合に対する制裁の

意味をもっ。許可証の基準は排出源ごとに定められ，濃度基準に限らない。たとえばラトピアの例では，

事業所ごとに，日・年あたりの汚染負荷量 (t)，廃水汚染濃度，時間あたり排出率 (g/分)などが規定

されている (UNECE1998a)。

2) 付表1と付表2では， OECD/EEAの環境税・賦課金データベースを用いて，主要国の大気・水質

汚染関連賦課金の一例を示している。 Clinchand Gooch (2001)によれば，東欧諸国において EUやノ
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他方，韓国の排出賦課金では，排出許容基準以下の排出に対しては賦課金が割りヲlかれる仕組

みになっている。 OECDデータベースの分析だけでは詳細を知ることは難しいが，同様の制度

をとっている国は少なくないとみられる。例えばリトアニアでは「許可証の排出基準を下回る排

出水準では軽減賦課料率が適用され，最大許容汚染水準 (MAP)の50%以下の排出では，汚染

者は汚染賦課金を支払わなL、」とされている (UNECE1998b， p. 24)。また， ドイツの廃水課徴

金では，連邦最低要求基準(廃水汚染濃度や製品 1単位あたりの負荷量等)を達成した場合に，

賦課料率が4分の lになる(岡 (1997)，諸富 (1997))。

2.2.1 制度の目的と根拠

排出賦課金制度は，根拠法が1981年12月に制定され， 1983年9月から施行されており，排出賦

課金には，工場廃水に対する「水質排出賦課金j，畜産排水に対する「畜産廃水排出賦課金j，お

よび，工場排気ガスに対する「大気排出賦課金」の 3種類がある。排出賦課金には，排出許容基

準濃度以下で排出する汚染物質に対する「基本賦課金j(1997年に導入)と，排出許容基準濃度

を超過した汚染物質に対する「超過賦課金j(1983年導入，畜産排水排出賦課金の場合には「処

理賦課金j)がある。その目的は，汚染物質による水環境・大気環境への被害を防止または減少

させるために，事業者が自ら汚染物質の排出を抑制するように誘導すること，とされている。す

なわち，基本賦課金は排出量の削減を，超過賦課金は排出濃度基準の遵守を促すものとなってい

る。

2.2.2 賦課対象および納付義務者

排出賦課金は対象となる汚染物質を排出する全ての，あるいは一定規模以上の事業所に対して

賦課される3)。

対象となる汚染物質は，排出賦課金の種類によって異なる。大気排出賦課金の場合，基本賦課

金では硫黄酸化物 (SOx) と浮遊粒子状物質 (PMlO)の 2種類であるが，超過賦課金には，硫

黄酸化物，浮遊粒子状物質，アンモニア，特定有害物質を含む 9種が指定されている4)。水質排

出賦課金の場合は，基本賦課金では有機物質 (BOD/COD) と浮遊物質 (SS)の2種類が，超

過賦課金では，有機物質，浮遊物質，重金属等19種類が指定されている。また，畜産廃水排出賦

課金の場合，基本賦課金は特定の汚染物質の指定はなく家畜の頭数に対して賦課され，超過賦課

金に相当する処理賦課金に対して有機物質 (BOD/COD)，浮遊物質 (SS)の2種が指定されて

いる5)。環境部が管轄機関であるが，賦課・徴収は地方自治体(市・郡・区)が行う。

".OECD諸国よりも non-compliancefeesを利用する度合いが高いという。

3) これらの事業所は規模によって第 1種から第5種に分類される。最も小規模の第5種事業所は免除，

第4種事業所は50%減免となっている。

4) 悪臭は.2005年の悪臭防止法の施行により賦課対象から除外。

5) 畜産廃水排出賦課金は基本賦課金と処理賦課金からなる。基本賦課金は，放流水水質基準を超過した

場合に，排出期間・排出量・家畜種・飼育頭数によって区別される固定額が賦課される。ただし，事業

者が「非正常運営申告」を行えば基本賦課金が免除される。それに対して，処理賦課金は. ["超過排ノ
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2.2.3 賦課金算定基準及び方法

韓国の排出賦課金は汚染者負担原則に基づき，汚染物質排出量に基づいて賦課されているだけ

でなく，排出濃度や濃度基準の超過率，物価上昇率や地域特性を考慮するための複数の賦課係数

を導入しているのが特徴である。超過賦課金の場合にはさらに違反回数に依存する係数が追加さ

れる。また，排出濃度の測定は自家測定に基づくが，虚偽の申告が明らかになれば，実際の排出

量に基づく確定排出量を数倍して賦課金額を算定し，虚偽申告を防ぐ仕組みとなっている。

以下で，大気および水質の排出賦課金の算定式を説明する。

A.大気排出賦課金

大気排出賦課金の基本賦課金の賦課金額は以下の算定式によって計算される。

[基本賦課金]= [排出許容基準以下の汚染物質排出量]x [汚染物質 1kgあたり賦課金額]X
[年度別賦課金算定指数 (2005年:1.3152)] X [地域別賦課係数 (0.5~ 1. 5)]

X[濃度別賦課係数 (0.2~1 orO~0.95)] 

ここで， I排出許容基準以下の汚染物質排出量」とは排出許容基準を超えずに排出された汚染

物質の量的であり， I汚染物質 1kg当たり賦課金額」は，硫黄酸化物では 500[ウォン/kg]，浮

遊粒子状物質の場合は 770[ウォン/kg] と定められてしる。「年度別賦課金算定指数」は物価上

昇率を調整するものであり 7)，I地域別賦課係数」は地域の特性を調整するものである8)0 I濃度

別賦課係数」は，実際の排出濃度と排出許容基準との比率に応じて料率を軽課するものである。

これは，汚染除去装置を設置していない事業所と，設置している事業所で別の表が用いられる口

前者の場合，使用する燃料の硫黄含有量によって区分され9)，後者の事業所では，煙突からの排

出濃度が排出許容基準との比率によって階段状に区分される (p.15，図 7参照)10)。

事業所が基本賦課金の負担を小さくするために制御できる変数としては，汚染物質排出量と排

出濃度がある。一般に直接規制は規制の基準以上の対策インセンテイブを与えないとされるが，

韓国の排出賦課金制度では，排出許容基準を下回って排出濃度の低減をすれば濃度別賦課係数が

段階的に小さくなるので，基準達成以上の対策を行うインセンティブが与えられることとなる。

他方，超過賦課金は，汚染物質の濃度検査によって基準超過が摘発された場合に課されるもの

で，算定式は以下のとおりである。

¥出量」の処理に用いる費用に該当する金額が科せられる。これは基本的には他の排出賦課金における超

過賦課金と共通であり，ここでは詳しい説明を省略する。

6) [排出許容基準以下の排出濃度]x [排出ガス量]x [操業時間]x [操業日数]として求められる。排出
濃度は排出者が自家測定するか，燃料使用量と排出係数に基づいて計算する。

7) 1997年を基準 (1.0) として， 2003年で1.2243， 2004年では 1.2580となる。

8) 住居・商業地域では1.5，工業地域は 0.5，緑地地域は lである。

9) 燃料の硫黄含有量で， 0.5%以下なら 0.2，1.0%以下なら 0.4，1.0%超過なら1.0となる。

10) 排出濃度÷排出許容基準濃度が30%未満なら 0.0，40%未満なら 0.15，50%未満なら 0.25，60%未

満なら 0.35，70%未満なら 0.5，80%未満なら 0.65，90%未満なら 0.8，100話未満なら 0.95となる。
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[超過賦課金]= [排出許容基準超過汚染物質排出量]x [汚染物質 1匂あたり賦課金額]X
[年度別賦課金算定指数 (2005年:4.3957)] X [地域別賦課係数 (1-2)]X 

[排出許容基準超過率別賦課係数(1.2-5.4)]X [違反回数別賦課係数]

ここで， I排出許容基準超過汚染物質排出量」とは，汚染物質の排出量のうち排出許容基準を

超えた部分のみを言う 11)。これにまず，基本賦課金と同様に「汚染物質 1kg当たり賦課金額」12)，

「年度別賦課金算定指数J13)，I地域別賦課係数y4)が乗じられるが，さらに，二つの係数が追加

されている。「排出許容基準超過率別賦課係数」は排出許容基準の超過率に応じて料率を加重す

るためのものである15)。さらに 「違反回数別賦課係数J16)は過去 2年間の違反回数に応じて料

率を加重するものであり 罰則としての性格を強めている。このように，濃度基準の道守を促す

ための係数を多く導入しているのが 韓国の賦課金の特徴である。

B.水質排出賦課金

水質排出賦課金は基本賦課金と超過賦課金からなり 基本賦課金は放流水水質基準と排出許容

基準の 2つの基準に基づいて算定されるため，やや複雑になっている。超過賦課金が個別事業所

の排出許容基準を超える濃度部分(排出許容基準超過濃度)の排出量(排出許容基準超過排出

量)に対して課されるのに対して，基本賦課金は排出許容基準以下の濃度のうち，放流水水質基

準(工業団地などで下水終末処理場または公共水域へ放流する際に適用される水質基準)を超え

た濃度(排出許容基準以内濃度)の排出量(排出許容基準以内排出量)に課される17)。基準以内

排出量は，事業者が自家測定した資料に基づいて，平均濃度を算定し 各基準を超過した期聞を

乗じて算定する(図 5)18)。すなわち，図 5において，基本賦課金は，斜線面積修復)となり，

超過賦課金は，網目模様の範囲(露盤)となる。

基本賦課金および超過賦課金の算定式は以下のとおりである。

11) 排出許容基準超過排出量は，一日汚染物質排出量と排出期間の積として求められる。一日汚染物質排

出量は，試料採取日の排出濃度のうち排出基準を超過した部分(排出超過濃度)に，一日あたり排出ガ

ス量を乗じたものである。

12) 基本賦課金と同様に，硫黄酸化物 500[ウォンIkgJ，浮遊粒子状物質 770[ウォンIkgJ のほか，ア

ンモニア，硫化水素等も含め 9つの汚染物質について料率が定められている。

13) 1983年を基準(1.0) として， 2003年と2004年では，それぞれ4.0919，4.2044となっている。

14) 住居・商業地域では 2.0，工業地域は1.0，緑地地域は1.5である。

15) 排出許容基準濃度の超過率が20%未満なら1.2，40%未満なら1.56，80%未満なら1.92，100%未満

なら 2.28，200%未満なら 3.0，300%未満なら 4.2，400%未満なら 4.8，400%以上なら 5.4となる。

16) 過去の違反回数が， 0回の場合 1.0， 1回の場合1.05，2回以上の場合はさらに1.05を乗じてゆく。

17) 例えば，排出許容基準が 20ppm，放流水水質基準が 10ppmであるとき， 25 ppmの濃度で汚染物質

の排出が行われた場合，排出許容基準超過濃度は 5ppm，排出許容基準以内濃度は 10ppmとなる。

18) 事業者が提出した資料が不十分な場合，設置許可・申告の際に提出した資料に基づいて，排出量を調

整する。また，自己申告した排出量が，同規模の他の事業所と顕著な違いがある場合や内容が不誠実で

ある場合，立ち入り検査を行L、確認する。



76 経済学論集 Vol. 47 No. 3 

[基本賦課金]= [排出許容基準以内排出量]X [汚染物質 1kgあたり賦課金額]X [年度別賦課

金算定指数 (2005年:4.3957)] X [地域別賦課係数 (1，1. 5)] X [放流水水

質基準超過率別賦課係数 (1-2.8)]X[事業所別賦課係数(1.1-1.8)] 

[超過賦課金]= [排出許容基準超過排出量]X [汚染物質 1kgあたり賦課金額]X [年度別賦課

金算定指数 (2005年:4.3957)] X [地域別賦課係数 (1-2)] X [排出許容基

準超過率別賦課係数 (3-7)]X [違反回数別賦課係数]+[事業所規模別定額

賦課金 (50-400万ウォン)]

濃度
(ppm) 

排出
許容基準

放流水
水質基準

図5 排出許容基準以内排出量と排出許容基準超過排出量

一一一一一ーーーー「ー一一一一一一一一

J 排出許容基 L 
- 準超過日数 〔

放流水水質基準超過日数 一→ベ

自家測定した排出

許容基準以内濃度

時間

基本的な考え方は大気排出賦課金と同様であり，各項目の意味合いもほぼ同じであるが，異な

る点についてのみ若干の説明を加える。水質排出賦課金の超過率別賦課係数には，超過賦課金に

対する「排出許容基準超過率別賦課係数」と，基本賦課金に対する「放流水水質基準超過率別賦

課係数」との二種類がある。「排出許容基準超過率別賦課係数」は超過率が高いほど料率を加重

するもので，大気賦課金と同様に超過率が区分されているが，係数はより大きくなっている

(20%未満の場合3倍， 400%以上の場合7倍となる)0I事業所別賦課係数」は事業所規模の違い

を反映し，大規模な事業所に加重するものである19)。

水質賦課金においても大気賦課金と同様に，排出許容基準を下回って積極的に削減するインセ

ンテイプを与える変数が組み込まれている D すなわち， I放流水水質基準超過率別賦課係数」は

大気賦課金の「濃度別賦課係数」と同様に，排出濃度を下げるほど料率が低下する(放流水水質

基準以下の場合にはゼロとなる)ので，排出許容基準を下回ってさらに排出濃度をおさえる動機

が生まれる。

19) 第l種は規模別に1.4から1.8の5段階，第 2種は1.3，第3種は1.2，第4種は1.1となっている。
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2.2.4 賦課金の減免

大気排出賦課金では，まず，事業者が硫黄含有量の少ない液体および国体燃料を使用している

場合や，最適防止施設または清浄燃料を用いている場合，免除・減免される(表 3)。発電施設

においては硫黄含有率が0.3%以下の燃料を使用している場合は免除の対象となる。次に，水質

排出賦課金の場合廃水・下水終末処理場に廃水を送る事業者，大統領令に定められた汚染物質

排出上限を守った事業者20)，および水質汚染物質の処理費用を負担した事業者などは減免の対象

となる。さらに，先述のとおり汚染物質排出濃度が排出基準濃度を下回れば軽減され，濃度が基

準の30%未満であれば賦課金を支払う必要がなくなる。最後に，環境にやさしい企業に対する指

定制度(親環境企業指定制度)による指定を受けた企業に対しては排出賦課金が減免される制度

になっているが，詳細な規定がなく，実際に減免された例はまだなL、。

表3 排出賦課金の減免条件

-放流水水質基準以下で排出する事業者には賦課しない

水質
-他の法律により汚染物質処理費用を負担した事業者は，処理費用分を免除

• 5種事業所，廃水・下水終末処理場に廃水を送る事業者は免除

• 6ヶ月以上，放流水水質基準を遵守した場合，その期間の長さに応じて減免

-硫黄含有量の少ない液体・固体燃料を使用する施設は免除

-天然ガス・石油ガスを使用する施設は免除

-最適防止施設を設置した事業所は免除

大気 -第 5種事業所，国防施設は免除

-第4種事業所で排出許容基準を遵守した施設は50%の軽減

-他の法律により汚染物質処理費用を負担した事業者は，処理費用分を免除

-排出濃度が排出許容基準の30%未満であれば 濃度別賦課係数がゼロとなり実質的に免除

出典畦7aヰ (2005a)r刈壱ヰ斗舌 OJ子司昔」社司音堂社号与世主 11-1480000-000191-14. (環境部 (2005a)r排出賦
課金業務便覧.0より作成。

2.3 環境改善負担金制度

2.3.1 制度の目的と根拠

環境汚染は，生産・製造部門だけではなく流通・消費部門でも発生するが，これらの部門は総

汚染の40%を占めるにもかかわらず，政策的対応が遅れていた。環境改善負担金は，汚染者に汚

染処理費用を負担させる原因者負担金として，汚染削減を誘導し，また環境改善事業推進に必要

な財源を合理的・安定的に調達する目的で. 1991年の環境改善費用負担法に基づいて導入された。

流通・消費部門の施設物に対しては1993年から，軽油を燃料として使用する自動車に対しては

1994年から，負担金が課されている。

施設物については. 1993年の導入当初は床面積 1000m2以上の施設が対象であったが.1995年

から床面積 160m2にまで対象が拡大された。これまで免除対象の縮小・廃止，排出賦課金の基

本賦課金との二重負担21)に対する軽減措置，納付方法等に関する改定などが行われ，第 5次改

20) たとえば，下水道法に定められた下水終末処理施設に廃水を流入する事業者，および賦課金基準日現

在で 6ヶ月間以上放流水水質基準以内で汚染物質を排出している事業者などがそれに該当する。

21) 病院や水産販売場は，環境改善負担金と排出賦課金の両方の賦課対象となっている。そのため，排出

賦課金の基本賦課金分が軽減される。
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定では，中水道22)や雨水を利用する施設物に対し，設置後最初の期間の賦課金額の25%を軽減

する他，軽油自動車の区分の単純化が行われ，現在の姿となっている。

2.3.2 賦課対象および納付義務者

施設物は，業種区分なく，施設物の床面積の合計が 160m2以上の場合に賦課対象となる。導

入時は，公共部門，宗教施設などは免除であったが，公平性の問題から1994年から段階的に賦課

対象とされ，外国政府所有の施設物のみが免除されている。軽油自動車の場合，自動車管理法の

規定に基づき登録されたものが対象となる。納付義務者は，賦課対象(施設物・軽油自動車)の

所有者であるが，所有者が不明の場合は占有者が納付の義務を負う。環境部が管轄機関であるが，

賦課・徴収は地方自治体(市・郡・区)が行い，年に 2回(1月一 6月， 7 月 ~12月)賦課され，

納付期間のうちに納付されない場合，延滞料として加算金5%が加算される。

2ふ3 負担金算定基準および方法

制度導入の背景として汚染者負担原則が挙げられているものの，建物のテナント等，多数にお

よぶ実際の排出者の排出量を算定することが困難であることから，施設物の所有者に対して賦課

するものとし，大気の場合は燃料使用量，水質の場合は用水使用量を代理変数とし，単位あたり

賦課金額を乗じて負担金額を算定している。また，軽油自動車の場合は 1台当たりの基本賦課金

を定額で賦課している。負担金の算定式は以下のとおりである。

A.施設物

[大気環境改善負担金]

=[燃料使用量]x [単位当たり賦課金額]x [燃料係数]x [地域係数]
(基準賦課金額×賦課金算定指数)

(13-29 ウォン/~) (2005年は1.599) (0.16-3.67) (0.40-1.53) 

注)燃料使用量はガス，石炭等についても熱量に基づき液体燃料換算

[水質環境改善負担金]

B.軽油自動車

=[用水使用量]x [単位当たり賦課金額]x [水質汚染誘発係数]x [地域係数]
(基準賦課金額×賦課金算定指数)

(79-176 ウォン/~) (2005年は1.599) (0.07-1.29) (0.57-2.07) 

[自動車環境改善負担金]

=[ 1台当たり基本賦課金額]x [汚染誘発係数]x [車齢係数]x [地域係数]
(基本賦課金額×賦課金算定指数)
(20，250ウォン/台)(2005年は1.599) (1-5) (1-1.2) (0.40-1.53) 

排出賦課金と同様に，事業所の特性や地域等を考慮する複数の係数が用意されている。大気環

境改善負担金には，石炭・ガス等の燃料を石油に換算して燃料使用量を求めるための液体燃料換

22) 韓国では水の再利用施設を，上水道・下水道の間という意味で中水道と呼んでいる。
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算係数を用いて使用量に比例して「基準賦課金額J(実態は料率)が定められている。また，燃

料種別や硫黄含有量等を考慮する「燃料係数J(LNGの0.16から無煙炭などの 3.67までの 8

段階)23)，物価調整を行う「賦課金算定指数J(1990年を 1とし， 2005年の場合は1.599)，大都

市であるか否かなど地域特性を考慮する「地域係数J(広域市を 1として 5段階)24)がある。水

質環境改善負担金では 施設物の用途に基づく「水質汚染誘発係数J(室内プールの 0.07から映

画館の1.29まで15種別)25)， r賦課金算定指数J，r地域係数J(広域市を 1として 5段階)が用い
られている。軽油自動車の場合は 「基本賦課金額J(1997年以降は 20，250[ウォン/(台・半

期)] )に加えて，排気量に伴う「汚染誘発係数J(2000以下の 1から10000超の 5まで 6段階)， 

「車齢係数J(4年未満の 1から 8年以上の1.12まで 4段階)， r地域係数J(大気と同じ)が加重
される。

上述の算定方式の問題点について若干の解説を加える。大気環境改善負担金の場合，各施設物

でどの燃料がどの程度使用されているのかを実際に測定するのは困難である。ガスの使用量は容

易に測定可能であるが 他の燃料使用の場合は実使用量の自己申告に頼らざるをえない。実使用

量の算定が困難な場合や，申告された使用量が事実に反する場合と認められる場合には，業種別

に定められた標準燃料使用量を用いる。標準使用量は 水質環境改善負担金についても同様のも

のがある。ただし，これは必ずしも業種間・業種内の個別業者の実態を正確に反映しうるもので

はない。実態を正確に反映しえない点は，水質環境改善負担金の水質汚染誘発係数や，両負担金

に共通する地域係数も同じである。また，納税義務者が実際に燃料使用量や用水使用量を制御で

きる使用者ではなく，施設物の所有者であることから削減のインセンティブがあるとは言い難い。

2.3.4 負担金の減免

施設物のうち，外国政府及び国際機関が所有する施設物及び自動車，単独住宅・共同住宅及び

寮など一定の条件を満たす場合，減免または免除となる(表4)。水道法に基づく中水道または

雨水利用施設を設置した施設物の場合，最初の賦課期間分の水質負担金の25%が減免される。ま

た，展示用自動車に対して展示期間中の負担金を全額減免し，また使用が不可能な自動車は賦課

から除外される。

23) 1988年， ソウル市の業務用ボイラーおよび火力発電所で使用する燃料を LNGまたは軽油に限定する

「清浄燃料使用義務化規制」が導入されており， 2002年には全国38の市に拡大されている。 1997年7月

1日以降，全国で硫黄含有量0.1%以下の軽油， l.0%以下の重油の使用・供給が義務付けられている。

また，多くの地域が0.5%，0.3%の重油使用供給地域に指定されている。そのため，重油・軽油の硫黄

含有量に関する係数は重要性を失っている。(塾7Jヰヱλ1対12002-52主(環境部告示第2002-52号)) 

24) 釜山や大郎等の広域市を基準(l.00) として，大気負担金と軽油自動車負担金の地域係数は，ソウル

特別市で 1.53，道庁所在地で 0.97，一般の市地域で 0.79，その他地域で 0.40であり，水質負担金の

地域係数は，ソウル特別市で 2.07，道庁所在地で 0.68，市地域で 0.67，その他地域で 0.57となって

いる。

25) 汚染誘発係数は業種別の標本調査の平均値を用いて計算されている。
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表4 環境改善負担金の減免条件

-外国政府及び国際機関が所有するもの

免除 -単独住宅・共同住宅及び寮など

-除外 -電源開発に関する特例法に基づく食堂などの電源施設の付帯施設
施設物

-軍事施設(一定条件に持たす場合)

減免
-水道法に基づく中水道または雨水利用施設を設置した場合，最初の賦課期間分の水

質負担金の25%が減免

-外国政府及び国際機関が所有するもの

軽油 免除 -低公害自動車

自動車 -除外 -休止申告旅客自動車および使用が不可能な自動車

-提示用自動車(展示期間分のみ)

出典:是7Jヰ (2005c)， r塾コ~7B--<，iヰせ舌OJ平司昔J社吉』音堂社号号電主 11-1480000-000765-14. (環境部 (2005c)，r環
境改善負担金業務便覧j)より作成。

3.排出賦課金・環境改善負担金の排出量削減インセンティブ効果

3.1 理論的考察

前節で明らかにしたように 排出賦課金は工場の大気・水質汚染物質の排出濃度規制を補完す

るものであり，ピグー税が想定する排出総量削減インセンテイプを与えるものとは必ずしも一致

しない。また，環境改善負担金は燃料・水の使用量を減らす動機付けを与えるものであったが，

標準使用量をはじめとする制度の詳細な規定によって排出総量削減インセンテイブが損なわれて

いる可能性がある。本節では 賦課金の排出量削減インセンテイプ効果について考察する。

3.1.1 賦課料率と削減インセンティブとの関係

ここでは，排出賦課金については次の 2つのインセンテイブについて考えることができる。

(i) 規制(濃度基準)を遵守するインセンテイプ(図 6のERに削減)

(ii) 規制を下回る水準まで排出濃度を削減するインセンテイプ(図6のE。未満に削減)

まず， (i)については，排出賦課金の超過賦課金が濃度基準を遵守するインセンテイプを与える

制度として設計されている。すなわち，排出許容基準を超える排出量の程度や違反回数に応じて

料率が累進的に設定されている。また，水質賦課金の場合，制裁金としての「事業所別定額賦課

金」も導入されている。例えば，図 6に示された高い限界費用曲線 (MACL) の下で，基本賦

課料率戸の賦課金インセンティブに応じて規制排出量 (ER) を超えて ELだけの汚染物質を排

出するとき，罰則的な賦課係数が適用され，実質賦課料率 tLは基本賦課料率グより高くなり，

賦課金総額が大幅に増加するため，汚染物質の排出量を ER まで削減するインセンテイブがある。

このように賦課係数からは 排出許容基準を遵守するインセンティプがあると思われる。しかし

ながら，実際，事業所の意思決定において，超過賦課金による負担を回避することを主な目的と

して排出許容基準を守っているかどうかは定かではなL、。なぜならば，排出許容基準以上の排出

量がある場合，超過賦課金のみではなく業務改善命令や営業停止，許可取り消しなどの罰則があ
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図6 排出賦課金:汚染物質排出濃度および排出量と賦課料率(仮設例)
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り，その効果の方がより大きく影響しているかもしれない。おそらく，超過排出賦課金は排出許

容基準の遵守を促すために補完的に導入されたもので，規制による罰則がより厳しく，その効果

が大きいと思われる。

次に， (ii)排出賦課金において，排出許容基準を下回る排出濃度の達成を促すような仕組みと

して， I濃度別賦課係数(大気)J， I放流水水質基準超過別賦課係数(水質)Jがある。たとえば

前者においては，汚染除去装置のない施設では硫黄含有量が少ない燃料を使用する場合に，また

汚染除去装置のある場合には排出濃度と排出許容基準との比率に応じて，実際の賦課料率が基本

賦課料率(硫黄酸化物の場合500[ウォンIkgJ) より軽減される。また，排出濃度比率(排出濃

度÷排出許容基準)が30%未満(図 6，汚染物質排出量 E。未満)の場合には濃度別賦課係数が

ゼロとなり，排出賦課金が全額免除される仕組みになっている。後者の場合，排出濃度を下げる

ほど料率が低下する(放流水水質基準以下の場合にはゼロとなる)ので，排出許容基準を下回っ

てさらに排出濃度をおさえる動機が生まれる。排出許容基準を遵守しても，さらに排出量を引き

下げるインセンテイブがある。例えば，図 6に示された低い限界費用曲線 (MACs)の下で，

低い実質賦課料率 tsに応じてすでに規制排出量 (ER)を下回る Esだけの汚染物質を排出して

いる場合でも，さらに排出濃度比率を30%未満に引き下げれば，実質賦課料率がゼロとなるため，

E。まで汚染物質を減らすインセンテイブがある。つまりここでは，排出濃度の低減に応じて賦

課係数が一段階下がるごとに，賦課金額は飛躍的に減少するのであるから(図 6，次節の表5，

表 6，図 7を参照)，その節約分(図 6，a部分)が，燃料転換や最適防止設備のコスト(図 6，

b部分)を超える場合には，そのような対策を実施するインセンテイプがあるといえる。

一方，環境改善負担金においては次の 2点でインセンティブ効果を考えることができる。

(i) 燃料・用水使用量の節約インセンティプ

(ii) 燃料転換へのインセンティブ

まず， (i)燃料・用水使用量の節約インセンテイブであるが， I燃料・用水使用量Jの程度に
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よって，段階的に基準賦課金額(料率)を引き上げているとし、う意味では，使用量を減らす仕組

みがあるといえる。しかし，基準賦課金額の差は小さく，実際に使用量を節約する効果がどの程

度あるかは疑わしい。

次に， (ii)燃料転換へのインセンテイプであるが，使用燃料の種類によって 燃料係数が3.67

-0.16とかなり幅があり，硫黄含有量が多い燃料から LNGなどの清浄燃料への転換によって，

負担金が節約できる仕組みになっている。

次節では，数値例を用いてこれらインセンテイブ効果の程度をみてし、く。

3.1.2 大気排出賦課金における賦課係数と排出量削減のインセンティブ

大気排出賦課金の算定において，事業所が制御可能な変数である「濃度別賦課係数」を用いて

排出量削減のインセンテイブがあるかどうかを検証しよう。

大気汚染物質排出施設の煙突の年間排気量を α[千 t]，当該施設に対する汚染物質 (SOxま

たは PMI0) の排出濃度を x [ppmJ とする。この時，施設が年聞を通じて一定の濃度で排出を

行い，年間排気量に変化がないと仮定すれば，排出濃度と排出量は一対ーに対応する(つまり濃

度低減が排出量削減につながる)こととなり，汚染物質の年間排出量 [EJは，

E=α[1 ，000 tJ Xx[ppmJ =αX 1 ， 000 ， 000 [kgJ X x -;-1 ， 000 ， 000 =αXx[kgJ 

となる26)0 (なお，空気の量がm3で示されている場合，その圧倒的な成分が窒素であると仮定

すれば 1mol与28gキ22.4Lを用いて換算できる[略J)。

また， 2章で前述した韓国の排出賦課金(基本賦課金)算定式では，排出許容基準 (y) より

も低い濃度で排出を行えば，その濃度に応じて 1未満の濃度別賦課係数を乗じることで，賦課料

率が割りヲlかれる。表5において， SOxや PMlOの基本賦課料率を α[ウォンIkgJ，年度別算

定指数を b，地域別賦課係数を cとする。ちなみに，地域別賦課係数 (c) は住居・商業地域で

は1.5，工業地域では0.5，緑地地域では1.0とされている。すなわち，工業団地に立地し，硫

表5 濃度別賦課係数と賦課金額

排出濃度÷排出許容
濃度別賦課係数 排出量範囲 [kg] 賦課料率 賦課金総額

基準 (xly)

100% 1.0 E=1.0αy abcX 1.0 abcX1.0 XE 

90%三五x/y<100% 0.95 0.9αy孟E<1.0αy abcXO.95 abcXO.95XE 

80%三五x/y<90% 0.8 0.8αy三五E<0.9αy abcXO.8 abcXO.8 XE 

70%孟x/y<80% 0.65 0.7αy孟E<0.8αy abcXO.65 abcXO.65X E 

60%孟x/y<70% 0.5 0.6αy三五E<0.7αy 。bcXO.5 abcXO.5 X E 

50%壬x/y<60% 0.35 0.5αy孟E<0.6ay abcXO.35 abcXO.35X E 

40%三五x/y<50% 0.25 0.4αy三五E<0.5αy abcXO.25 abcXO.25XE 

30%三五x/y<40% 0.15 0.3αy三五E<0.4αy abcXO.15 abcXO.15XE 

x/y<30% 。 E<0.3αy 0.0 。
26) なお，その前提として，空気の取り込みなどによって濃度を希釈することは認められず，排出許容基

準を超過したとみなされる。
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表6 排出濃度および排出量と賦課金額

排出濃度÷排出 排出濃度範囲 濃度別賦課 排出量範囲 賦課料率 賦課金総額 金額階差(節

許容基準 (.r/y) 下限 [ppm] 係数 下限[1，000kgJ [Won/kg] [10，000 Won] 約額)[10.(ωWonJ 

100% 300 8，250 328.8 36，168.0 1，808.4 

90%三五x/y<100% 270 0.95 7，425 312.4 34，359.6 5，425.2 

80%三五x/y<90% 240 0.8 6，600 263.0 28，934.4 5，425.2 

70%孟x/y<80% 210 0.65 5，775 213.7 23，509.2 5，425.2 

60%三五x/y<70% 180 0.5 4，950 164.4 18，084.0 5，425.2 

50%三五x/y<60% 150 0.35 4，125 115.1 12，658.8 3，616.8 

40%三五x/y<50% 120 0.25 3，300 82.2 9，042.0 3，616.8 

30%三五x/y<40% 90 0.15 2，475 49.3 5，425.2 5，425.2 

x/y<30% 。 。 。 。 。 。

図7 排出濃度および排出量と賦課料率(例)
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黄含有量の少ない燃料を使用する場合(汚染除去装置なしの場合)や，排出濃度比率(排出濃度

÷排出許容基準)を低めていった場合(汚染除去装置ありの場合)には，実際の賦課料率は基本

賦課料率(硫黄酸化物の場合， 500 [ウォンIkgJ) より安くなってゆく。そのため，事業者には

排出濃度を低くするインセンテイブがあり，希釈による濃度引き下げが許されなければ，間接的

に排出量を低下させるインセンテイプを有することになる。

上記の計算式を用いて具体的な例で見ていこう (表6，図 7)。

たとえば，工業団地に位置し， 300 [ppmJ の排出許容基準 (y) が設定されている事業所に

おいて， 40 [ppmJ の排出濃度 (x)で硫黄酸化物を年間 1，100，000[kg]排出する場合，排出

濃度比率が13.3%となり免除となる。しかし，ちょうど排出許容基準に相当する 300[ppm] の

硫黄酸化物を年間 8，250，000[kg]排出した場合の基本賦課金は. 361， 680 ，000 [ウォン/年]

(塗りつぶしの部分)となる。すなわち，最適防止設備の導入や燃料転換などの費用が，年間 3

億 6千168万ウォン以下であれば，排出削減投資によって汚染物質の排出量や濃度を，基準の

30%にあたる 90[ppm]未満まで減らすインセンテイブがある。また，排出濃度比率を 1段階

下げることによって，排出賦課金を節約できる。たとえば， 100%から90%に下げる措置をとった
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場合， 1千8百万ウォンを節約でき，さらに90%から80%にした場合は， 5千4百万ウォンの節

約となる。それゆえ，資金力ゃある一定の規模を持っている企業においては最適防止設備などの

排出削減投資を行い，賦課金を節約するインセンテイプがあると思われる。

3.1.3 環境改善負担金における賦課係数と燃料・用水使用量削減へのインセンティブ

前節と同様に，環境改善負担金における賦課係数から燃料使用量や用水使用量を削減するイン

センティプがあるか否かについてみていこう。

大気汚染物質に対する環境改善負担金は，主に燃料使用量や使用する燃料に依存している。し

かし，個別事業所の燃料使用量や用水使用量が測定できない場合，標準使用量が用いられるので，

個別の事業所での削減インセンテイブは小さいと思われる口また，液体換算燃料使用量に対する

基準賦課金額の差が小さく，燃料使用量の削減を促すのには十分とはし、えない(図 8)。

一方，燃料転換による負担金削減のインセンティブは存在する。たとえば，有煙炭の場合，燃

料係数 (3.67)が LNGや LPG(0.16)より23倍も高く設定されており， LNGや LPGへ燃料

転換することによって負担金を節約することが可能である。

たとえば，広域市で床面積 1，000m2において，銭湯を営んでいる場合を用いて検証しよう

(表7)。

図8 液体換算燃料使用量と基準賦課金額
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表7 環境改善負担金に関する数値例

∞
 

側側

∞
 

業 種 銭 湯 係 数

床面積 1，OOOm2 1，000 

燃料種類 重油(高硫黄) 3.67 

地域 広域市 1 

年度 2005年 1.599 

燃料使用量 (Um2) 測定不可能:標準使用量 37 

基準賦課金額(ウォンIR) 液体換算燃料使用量:37，000 (U半期) 24 

環境改善負担金(ウォン/半期) 5，211，077 
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この場合，燃料使用量を測定できないので，業種別標準使用量 (37[Rlm2]) を床面積に乗じ

て燃料使用量 (37，000[R]) を算定する。 37，000Rの基準賦課金額が24[ウォンIR]であるので，

それに賦課金算定指数 1.599(2005年)をかけると単位当り賦課金額 (38.376[ウォン])が求

まる。さらに，重油の燃料指数3.67，地域係数 1を，燃料使用量，単位当り賦課金額とかける

と，約520万[ウォン]となる。ここで，重油から LNGに燃料転換を行った場合， 227，186 

[ウォン]となり環境改善負担金を約96% (約500万[ウォン/半期])節約できることがわかる。

3.1.4 排出賦課金および環境改善負担金のインセンティブに関する留意点

本節で見てきた排出賦課金および環境改善負担金の排出量削減および燃料・用水使用量節約へ

のインセンテイプ効果は，理論上は存在しうるものの，制度そのものの効果が実際にもたらされ

たと言えるかどうかは 次の二点を考慮し判断する必要がある。まず，賦課金や負担金の節約分

が，排出削減設備への投資や燃料転換へのコストよりも大きいかどうかを確認する必要がある。

また，他の政策の効果ではないと言えるかどうかを見極める必要がある。

しかしながら，環境改善負担金における燃料・用水使用量の節約は，燃料・用水そのものの料

金を節約するためか，負担金を節約するためかを分けて考えることは難しい。また，環境改善負

担金制度と同時期に，清浄燃料使用義務化制度が導入されており， 1997年から全国で硫黄含有量

0.1%以下の軽油， 1.0%以下の重油の使用・供給が義務付けられている。また，多くの地域が

0.5%， 0.3%の重油使用供給地域に指定されていることから，特定の燃料使用禁止などの規制に

よって，燃料転換を行っているとも考えられ，排出賦課金や環境改善負担金によって転換が行わ

れたかは明らかではない。

それゆえ，両制度が汚染主体の意思決定に影響し，排出量削減インセンテイブを与えたか否か

について分析するため，賦課対象である事業所に設問調査(アンケート調査)を行った。これに

ついて，次節で説明する。

3.2 韓国企業に対する賦課金に関する設問調査

本節では，個別企業に対する設問調査によって，排出賦課金および環境改善負担金がこれまで

に個別企業レベルでどのような形でインセンテイブを与えたかを明らかにする。設問調査は，韓

国全国経済人連合会(全経連)の協力で，傘下企業に対して2006年12月から 1月にかけて調査用

紙を配布・回収する方法で実施した。調査結果は付録1と2に，設開票(韓国語)は付録3に示

し，主要な結果については以下に示す。

3.2.1 製造業者に対する排出賦課金に関する設問調査

設問調査は，全経連傘下の企業に対して2006年12月から 1月にかけて設問調査用紙を配布・回

収する方法で実施した。製造業者に対する設問調査は， 200件の企業に配布され38件から回答が

得られた(回収率19.0%)0回答があった企業を，企業規模別に見てみると，大気第 1種企業が

全体の約74% を占め，第 2 種~4 種はそれぞれ，約 3 %， 8 %， 11 %であった。また，水質 1種
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企業は，全体の76%，2種は3%， 3種は11%，4種は5%となっている。業種別には，電器・

電子が26%，産業化学が13%. 1次金属が10%を占めている(詳細は，付録1を参照)。

その主な結果を見てみると まず排出賦課金を納付しているか否かについての回答では，排出

賦課金を納付していない企業が大部分で 3分の 2に達する。さらにそのうち 3分の 2は以前から

納付しておらず，もともと賦課対象でないか免除されている。現在は納付せずとし、う企業は，最

近になって濃度基準の30%未満で排出するようになり免除されたか，免除対象の燃料油を使用す

るようになったためである。過去の賦課金額を記入してくれた企業は， 38企業中14企業であった。

この数値と，企業の事業規模を比較すれば，賦課金がどの程度の財務的負担となっているかが分

かる。経営規模別に売上高に占める賦課金の割合を見てみると(図 9)， 0.0001 % -0 .15 %とか

なり幅があり，規模が大きい企業ほど賦課金を支払っておらず，規模別負担の格差が大きいこと

が示された。

また，削減努力の内容として， I汚染物質低減のための生産過程改善Jが最も多く，その次に

「汚染除去装置設置」であった。燃料転換とエネルギ一節約も重要な対策として挙げられている。

他方，排出賦課金は濃度規制的な政策であるため，ポンプで水を取り込むなどして廃水を希釈す

れば負担を減らせる可能性があるが，当然ながら，その方法を取っていると回答する企業はな

かった。いずれにせよ，低濃度(濃度別賦課係数がゼロになる30%未満)を実現し免除を受けて

いる企業が多いことがわかった。これらの結果から，賦課金の免除条項および濃度別賦課係数が

大きな影響を与えていることが示唆された。

一方，最適防止設備などを導入する余裕のない中小企業では主に排出許容基準を道守している

が，その理由は超過排出賦課金ではなく，基準を超えた場合には改善命令や営業停止などの規制

の罰則が厳しいためで、あり，規制の効果の方が支配的であったと言えよう。

以上の結果から，排出賦課金の排出削減のインセンテイプ効果は，大企業においては見られる

ものの，中小企業では直接規制の効果の方が強く，経営規模別に大きな格差が出ていることが示
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表8 大気汚染物質の削減費用およびその効果

対策費用(ウォン) 予想削減量 賦課金節約(ウォン)

A 6億 (TMS設置含む) 10 t (PM10) 100万

B 12億 600 t (SOx) 

C 27億 90% (SOx) 
D 22億5，000万 260 t (Nox， CO， SOx， PM10) 
E 2，400万 60→45 ppm (NOx， PM10) 11:意

される27)。

ここで，インセンティブ効果を削減費用から見てみよう。削減費用については，過去にマクロ

データを用いて分析が行われている。先行研究によると，例えば，合/唱(ユン/クオン

(1998) )および叶/与(パク/ノ (2005))らは，火力発電所での硫黄酸化物 (SOx)を一単位削

減するために必要な費用を推定している。ユン/クオン (1998) によれば，重油発電だと45.2

万[ウォンlt-soxJ，有煙炭発電ならば28.8万[ウォンlt-soxJであるが，パク/ノ (2005)

では，重油発電で53万[ウォン/t-soxJ，有煙炭発電のさい142万[ウォンlt-soxJの削減費用

となっている。条件などが異なるので，単純比較はできないが，有煙炭発電の場合には両研究で

の削減費用の差はかなり大きい(当時10ウォンキ 1円)。

本研究では，これらの実証結果がアンケート調査からも確認できるかどうかを検証している。

これらの設問に対しては回答数が少ないため，事例としてみてL、く。例えば， A企業は，すでに

排出許容基準の30%前後で排出を行っており，相当に排出賦課金を節約してきたが，さらに 6億

ウォン (TMS導入も含む)の追加投資によって PMI0を10トン減らし，それにより賦課金が

100万ウォン節約可能と回答している。すなわち， PMI0を1トン減らすために6000万ウォンの

費用がかかるが，それによって節約できる賦課金は10万[ウォン/tJにしかならない。また， B 

企業(同様に排出濃度は低L、)では， 12億ウォンの追加的な投資(防止施設建設)によって，

600トンの SOxが削減されると推定している。これによると200万[ウォンItJの単位削減費用

がかかることになるが，これは賦課金料率 (50万[ウォンItJ)よりもはるかに高い。以上のよ

うにアンケート調査によれば，マクロ分析の結果と異なり，最適防止費用の単価は賦課金の料率

よりもはるかに高く，この観点から見る限りは，賦課金のインセンティプ効果は認められない。

なお，本調査によれば，企業は自らが支払っている排出賦課金の料率を詳細には把握していな

いようである。 61.8%の企業が料率を回答せず，回答した38.2%の企業も法令を見ればすぐに分

かる基本料率を示したのみで，複雑な係数の積算を行っていない。

一方，比較的規模の大きな事業所のほとんどが，削減費用に関係なく排出濃度比率を30%未満

に抑えており，事実上，この30%とし、う境界線が新たな基準となっている。ただし，この濃度に

いたるまでに，排出賦課金による削減インセンテイプが相当程度働いていた可能性が高L、。

27) o1守幸/οl合ロ1(イ・チャンフン/イ・ユンミ， 2006)によると，大企業と中小企業では環境管理に
おいて両極化していることを示している。大企業は，積極的に環境対策に乗り出しているのに対して，

中小企業は，資金や人材不足から環境行政そのものが理解できず，対応が遅れていることを指摘してい

る。
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3.2.2 サービス業者に対する環境改善負担金に関する設問調査

この設問調査に対しては， 200件の配布に対して 5件から回答が寄せられた。回収率が2.5%と

低いため，この回答は統計的分析にそぐわないため，表や解釈はこれらの回答企業グループに特

殊なものと理解する。

これらの企業は，旅客運送業，運輸業，総合物流サービス業，小売業，研究施設である。今回

の回答者のうち 3企業が経営規模に関する回答を記入してくれた。年間売上高が8000億ウォンか

ら3兆ウォンまでの規模の大きな企業であった。使用燃料は都市ガス， LPGが中心で，軽油を

使う企業もあった。回答企業の中には，環境対策を実施する余裕がなく，競争会社と似た程度の

環境対策を進めている企業が最も多かった。また，環境対策に最も大きな影響を与えているとさ

れるのが，政府の経済的規制であった。

環境改善負担金の納付の有無については， 5杜すべて環境改善負担金を納付していると回答し

た。納付額を記入してくれた企業 3社の年間売上高に対する環境改善負担金額の比率は

0.0001 % -0.019%であった。

これらの企業が環境改善負担金を減らすための努力を行っているか，またどのような努力を

行っているかに関する質問に対して，省エネ，節水の努力を行っている企業の比率が最も高かっ

た。なお，水質環境改善負担金は部屋の用途によって賦課料率(うち 水質汚染誘発係数)が異

なるため，用途を変えたり，事実に即して申告することによって賦課金額を節約することが可能

であるが(過去のヒアリング調査では，ある宿泊業者でこの手法を重視していた)，今回のアン

ケート調査ではこの選択肢を選んだ金業はなかった。

個別企業の節約インセンテイブに関して，理論に即した分析が可能となるデータを得る目的で

用意した質問に対しては回答が得られなかった。

4.韓国の排出賦課金制度および環境改善負担金制度の問題点

4.1 制度の限界

排出賦課金および環境改善負担金の両制度とも，直接規制を補完する手段として導入された口

すなわち，第一に排出許容基準の道守，第二に財源確保が目的であると言える。財源確保につい

ては環境部所管予算の相当部分をまかなっており，当初の目的はほぼ達成できたと思われる。し

かしながら，排出許容基準の遵守させるインセンティブは，一部の事業所では認められるものの，

全体としてはそれほど大きくなく，むしろ直接規制の罰則規定によるものが大きいと思われる。

その理由としては，第一に，算定式が複雑すぎ，賦課対象者が理解できず，意思決定に反映さ

れていないことによるものである。アンケート調査の一部回答者は，自動測定装置を設置し，汚

染物質の排出量などのデータが直接管轄自治体に送られ，当局が計算・請求しており，その請求

のとおりに支払っていると答えており，排出賦課金の各種賦課係数を理解していないか，理解し

ていても意思決定に大きく影響していないと答えている。一方，中小企業では，測定装置もなく，
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環境管理の人材も不足していることから，環境行政について情報を得ることができず，制度が理

解されているとは思えない。すなわち 大企業同様に当局が請求したとおりに支払っている。こ

のように，賦課係数を理解できていない，または理解で、きたとしもそれを意思決定に反映できる

状態でないとすれば たとえ部分的に 濃度別賦課係数によって排出濃度を削減するインセン

テイブが与えられているとしても，全体としては，賦課金を節約するために意識的に排出量を削

減しているとはし北、難い。それゆえ インセンテイブ効果を得るためには，現在の制度をより簡

単にし，また汚染対象に適切な情報を利用で、きるようなシステムの構築が必要であると思われる。

第二に，賦課金や負担金の算定に必要な情報を収集する仕組みができてない段階で制度が導入

されたため，基本的には自家測定や自己申告にも基づいていることである。これは，各主体の汚

染物質に関する情報が不足することから最適な環境政策が取れないことと，虚偽の申告の可能性

という二つの問題を苧んでいる。まず，情報収集の問題であるが，自家測定の場合，賦課期間で

ある半期に 1回以上検査することを勧めているが，装置の取り付けを義務付けてはL、ないことか

ら正確な排出量情報が得られない28)。現在，自動測定システムの構築が進められているが，これ

はそもそも制度が導入される前に行われるべきものであった。財源不足という理由から，まず賦

課金や負担金の導入が優先され，財源を確保した上で必要なシステムを構築するという，途上国

に特有の順序で制度の実施が進められてきたためであるといえる。

また，虚偽申告を防ぐための仕組みが導入されている。たとえば，排出賦課金の場合，一定の

事業所は賦課期間前に予想、排出量を報告し，賦課期間後に確定排出量を提出するよう求められて

いる。その報告に基づいて管轄当局が調査を行い，自己報告と当局の調査結果を平均し，賦課金

を算定している。その際，虚偽申告に対しては賦課料率の加算 また深刻なケースでは業務改善

命令などが発令できる仕組みとなっている。しかし，当局の調査結果と自己申告の間に違いがみ

られる場合，改善命令が出る前に自ら改善策を報告して改善を行う場合には 超過賦課金の算定

式における超過率に基づく賦課係数は適用されるものの，罰則規定に関連する係数は適用されな

L 、。これは虚偽申告を防ぐ機能にもなるが，逆に虚偽の申告を行い， もし摘発されたらすぐに改

善策をとるようにすれば，罰則的な負担を負わないため，虚偽申告を助長する可能性もある。

第三に，他の制度と重複していることや，汚染者に直接的に賦課金が賦課されていないことか

ら，真にインセンテイブを与えている要因が明らかでない場合がある。たとえば，一部の回答者

からは，制度の重複があり，一貫性がない政策によって対応が困難であるとしづ声があった。ま

た，環境改善負担金の場合，汚染物質を排出する使用者(テナント等)ではなく施設物の所有者

に賦課されることから汚染物質の排出量を削減する直接的なインセンティブ効果は認められない。

どの制度によって，どのような効果が，どの程度あるかなど制度の総点検を行い，賦課金制度の

再編を行うことによって29)，行政費用の節約など制度の効果を高めることができょう。

28) 塾をヰ(環境部， 2004) によると，自家測定回数を増やすことによる費用負担の違いが大きく， 82% 

もの費用が増加すると推計している。

29) 斗忍♀/01電位(パク・チョンウ/イ・ヒョンソン， 2002)， 01毛色/唱す子(イ・ウェンイル/ノ
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4.2 賦課および徴収現況からの問題点

賦課金のもう一つの目的である財源調達は，これまで一定の成果があったと評価されてきた。

しかしながら，近年その点も危ぶまれている。図10は両制度での徴収率の推移を示している。そ

れによると，環境改善負担金の場合には90%近い高い徴収率を示していたが， 2005年では80%に

落ち込んでいる。また 水質排出賦課金の場合， 2000年60%あった徴収率が2001年に約22%に急

落し， 2005年では約 8%になっている30)。それに対して，大気排出賦課金は90%を超える高い水

準から2001年には53.6%に下落し， 2005年では72%まで回復している。

このように徴収率が減少している原因は何であろうか。

まず， 1997年の金融危機以降の経済状態に関係があると思われる。排出賦課金の賦課対象であ

る製造業は，経済の低迷から賦課金を支払う余裕がないかもしれない。

つぎに，賦課対象の情報収集が十分できておらず，排出賦課金は自家測定，環境改善負担金は

業種別基準を用いて算定しているが，排出賦課金の場合は排出者によって賦課が不当とみなされ

たり，環境改善負担金の場合には所有者と使用者が異なるため請求を受けた所有者が賦課に反発

したりといった理由から，不払い，または賦課をめぐる訴訟が増加していることによると思われ

る。

また，環境改善負担金の場合には 1件当たりの賦課金が2万ウォン程度で，図11で見るように，

小規模の施設物への賦課件数が最も多く納付義務者の移動の把握が困難である。それゆえ，請求

書を届けることができないケースが増え，徴収率減少につながっていると思われる。

¥キム・サング， 2001)，司ス1唱(キム・ジウォン， 2004)， Park (2003)など。

30) 塾づヰ(環境部， 2005b)では，排出賦課金特に水質に関する徴収率を改善するためのレポートがま

とめられ，徴収率を高めるための方法などが示されている。
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図11 環境改善負担金の規模別の賦課件数と賦課金額の割合
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出典培7Jヰ (2000)，r塾7J7~吐ヰ廿舌対1 5:. 7~吐サo.} 叶|吐吐o;j_子J. (環境部 (2000)，r環境改善負担金制度
改善方案に関する研究.Dより作成。

さらに，環境関連の賦課金や負担金の賦課・徴収は自治体が行っているが，徴収金額に占める

徴収費用の比率が平均23.5%に昇るものの，各自治体への徴収交付率は10%となっている31)。ま

た， 2005年から自治体の行政再編が行われ，人員不足から徴収業務を行う担当者が十分に配置で

きず，少人数ですべての業務を行わざるを得なL、。そのため，滞納者への督促が全く行われてい

ないなど，劣悪な業務環境から生じている問題もみられる。

5.終わりに

本稿では， OECD諸国の中でも，財政収入に占める環境関連賦課金の比率が最も多い韓国に

おいて，それら経済的手段が汚染排出削減インセンテイプとして働いていたがどうかについてア

ンケート調査を行った。それによると，排出賦課金および環境改善負担金の算定式では，排出量

の削減を促すような変数が組み込まれている。すなわち，水質・大気ともに汚染物質の排出量よ

りも排出濃度が賦課金額を大きく左右し， しかも排出許容基準の30%未満の濃度であれば賦課金

が実質的に免除されるなどの構造となっている。本稿の調査によれば，比較的大きな規模の企業

の多くがこの低い排出濃度を達成していると答えていることから，この仕組みは，ある程度強い

インセンティブを与えている可能性がある。

環境改善負担金については，アンケート調査の回答数が少なく，インセンティブ効果を分析す

ることができなかった。しかしながら，ヒアリング調査の結果から，企業に一定の削減インセン

テイブを与えているものの，環境税の理論が想定するメカニズムで働いているとは考えにくく，

負担金のインセンテイブよりも清浄燃料使用義務化のような規制の効果が支配的である。

31) 雫上司半(環境部， 2000) を参照。
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さらに，大企業では，賦課金の免除要件を満たすために設備投資を行い，負担を小さくしてい

るが，中小企業では，資金や人員の不足のため賦課金の節約が困難であるため，規模によって負

担の格差が生じていることが示された。

主な結果は，つぎのとおりである。

1.排出賦課金および環境改善負担金の排出量削減および燃料・用水使用量節約へのインセン

テイブ効果は，制度上は認められる。

2. 一部の事業所では，削減費用に関係なく排出濃度比率を30%未満，放流水水質基準以下に抑

えることを目標としており，賦課金免除基準がもう一つの実質的な排出基準となっている。

3. 中小企業では，排出許容基準が遵守されているが，その理由は，超過排出賦課金によるもの

ではなく，基準を超えた場合に改善命令や営業停止などの規制の罰則が厳しいためという意見

が多く，規制の効果の方が支配的であった。

4.排出賦課金の排出削減のインセンテイプ効果は，大企業においては見られるものの，中小企

業では規制の効果が強く，経営規模別に大きな格差が出ている。

両制度の問題点としては，まず，賦課料率は企業ごとに異なる複雑な計算式によって決定され

るが，企業は十分に理解していないことが示された。つぎに，賦課金や負担金の算定に必要な情

報を収集する仕組みができていない段階で制度が導入され，基本的には濃度や排出量の情報は自

家測定や自己申告にも基づいていることから，正確な情報が不足し最適な環境政策が取れないこ

と，また虚偽の申告の問題を字んでいることである。また，近年には，徴収率の低下という形で

制度的な問題が表面化している。さらに，他の政策との関連が明確でなく，制度が複雑で一貫性

が取れておらず，それぞれの政策効果が見えにくくなっていることから，制度の総点検を行う必

要があると思われる。

本稿では，アンケート調査の回答において，大企業の意見が多く，中小企業の意見は一部しか

取り入れることができなかった。また，一部回答があった，排出量削減費用に関する情報が少な

し統計的な手法を用いた数量分析を十分に行うことができなかった。これらについては，つぎ

の課題としたいD
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付表1 主要国の大気汚染物質排出賦課金の例

国名 賦 課 玉外江、ー 名 賦課対象物質や条件
使途特定 濃度規制

財源比率 との連携

Australia New South Wales-Load-based Licensing NOx， SOx，重金属等11種 NA NA 

Scheme 

Bulgaria Air emission non-compliance fees NOx， S02， P恥1，~a 100 ** 
Canada Quebec-Charge on air pollution 数種汚染物質の年排出量 100 NA 

Croatia Air emission non-compliance fees 大気汚染防止法の不履行 NA ** 
Estonia Air emission charge N02， S02，重金属等7種 100 NA 

Air emission non-compliance fees 上記に加え CO2 NA ** 
Korea Charge on air pollution (基本) SOx，粉塵 90 ** 

Charge on air pollution (超過) SOx，粉塵等10種 90 ** 
Environmental Improvement Charge 商業用建物，燃料，軽油車 90 NA 

Latvia Air emission charges NOx， SOx，重金属等8種 100 NA 

Air emission non-compliance fees 排出基準以上での排出等 100 ** 
Lithuania Air emission charge NOx， S02， CO 90 NA 

Air emission non-compliance fees 排出基準以上での排出等 100 ** 
Poland Charge on air pollution NOx， S02，重金属， CO2 100 NA 

等21種。商用車排ガス

Slovak Air pollution charge-large and medium NOx， S02， CO等6種 100 NA 

Republic sources 

Sweden Charge on NOx emissions NOx 100 NA 

(refund) 

Environmental sanction fees 環境基準の違反 NA 本*

USA Charge on air pollution 排出許可証を要する物質 100 NA 

出典:OECD/EEA Database on Instruments used for Environmental Policy 

イ寸表2 主要国の水質汚染物質排出賦課金の例

国名 賦 課 五外、~ 名 賦課対象物質や条件
使途特定 濃度規制

財源比率 との連携

Australia New South Wales ーLoad-basedLicensing 重金属，油，塩など16種 NA NA 

Scheme 

Water effluent charge 負荷で区分される排水 100 NA 

Wastewater charges 家計・事業所の水消費量 NA NA 

Belgium Flanders-Water effluent charges 汚染の質と量 100 NA 

Bosnia-H. Federation-Water protection charge 汚染負荷単位 NA NA 

Bulgaria Water pollution non-compliance fees 窒素，油，水銀 100 ** 
Canada Quebec一工業廃水賦課金 体積と汚染物質の種類 NA NA 

Quebec一下水証書賦課金 下水証書賦課金 100 NA 

Quebec→非水利用者賦課金 水消費量など NA NA 

Quebec一排水賦課金 数種汚染物質の年排出量 100 NA 
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国名 賦 課 五人 名 賦課対象物質や条件
使途特定 濃度規制

財源比率 との連携

Czech Rp. Wastewater user charges 下水道への廃水量 100 NA 

Estonia Wastewater user charge 家計・企業の水消費量 NA NA 

Water effluent charge 浮遊園形物， リン等6種 100 NA 

Water effluent non-compliance fees 浮遊固形物， リン等6種 100 ** 
Finland Wastewater user charges 水消費・廃水の量と質 NA NA 

Water protection charge 廃水許可証上の量と質 NA NA 

France Wastewater user charges 水消費量 NA NA 

Water effluent charges 工業の汚染物質排出量 NA NA 

Germany Water effluent charges 汚染負荷量 100 NA 

Greece Wastewater user charges 自治体・工業の廃水 NA NA 

Hungary Wastewater user charges 工業・家計の水消費量 NA NA 

Italy Wastewater user charges 廃水の量と質 100 NA 

Wastewater user charges 環境に放出される汚水量 100 NA 

Korea Sewage Treatment Fee 自治体廃水 NA NA 

Water effluent charges (基本) 浮遊物質・有機物 90 NA 

Water effluent charges (超過) 浮遊物・重金属等17種 90 ** 
Latvia Water effluent charge 浮遊物質，有害物質 100 NA 

Water pollution non-compliance fees 排出基準を超える排出等 100 ** 
Lithuania Wastewater user charge 家計・自治体・工業の水消費 NA NA 

Water effluent charge 浮遊物，油， リン，窒素 90 NA 

Water effluent non-compliance fee 排出基準を超える排出等 100 ** 
Mexico Water effluent charges COD/TSS許容量超過の廃水 NA ** 
Norway User charges on wastewater treatment 廃水処理 NA NA 

Poland Water effluent charges 浮遊物質，重金属等4種 100 NA 

Romania Water effluent charge 浮遊物質，リン，窒素 100 NA 

Slovak Charge for discharging of wastewater 不溶物，油，塩，酸，アルカリ 100 NA 

Republic 

Spain Fee on wastewater discharges 工業・自治体の廃水量 100 NA 

Sweden Wastewater user charges 廃水・飲料水 100 NA 

Water pollution fee 船からの油漏出 NA NA 

Turkey Charge on fIsheries 漁業法の汚染防止賦課金 NA NA 

Charge on water pollution 水汚染管理賦課金の登録 100 NA 

Wastewater user charges 自治体・工業の廃水量 100 NA 

USA Louisiana-Water Pollution Control Fee 廃水流量 (Type1， II， III) NA NA 

Water effluent charges 廃水量・毒性，汚染源種別 NA NA 

出典:OECD/EEA Database on Instruments used for Environmental Policy 



December 2007 韓国の環境関連賦課金の汚染排出削減インセンティブに関する分析 97 

付録1.製造業者に対する排出賦課金に関する設問調査まとめ

製造業者に対する設問調査は， 200件の企業に配布され38件から回答が得られた(回収率19.0%)。問 1の，

回答企業の業種および規模種別については表2-1および表 2-2に示している。業種は表 2-1のとおりで

あり， I産業化学」と「電気・電子」に属する企業からの回答が比較的多い。企業規模については表2-2に

示したとおり，明らかに大規模の第一種企業からの回答が大部分を占めている。

表 2-1 業種分類 表 2-2 企業規模分類33)

業種 答数 業種 答数 規模 大気 水

1 産業化学 5 14 非金属鉱物 1 種 28 29 

2 その他化学 2 15 輸送装備 2 2 種 1 

3 ゴム・プラスチック 3 16 洗濯業 。 3 種 3 4 

4 1次金属 4 17 鉱業土砂石採取 。 4 種 4 2 

5 組み立て金属 18 印刷・出版 。 5 種 。 。
6 電気・電子 10 19 病院 。 6不知 l 

7 石油精製 1 20 発電・水道事業 1 7其他 I 

8 皮革・履物 。 21 写真処理 。 計 38 38 

9 食品 3 22 廃水処理 。
10 水産物販売 。 23 そのf也 2 

11 飲料品 1 24 わからない 。
12 石油 。 止仁』1 計 38 

13 製紙・タバコ 2 うち分類の誤り 32) 6 

表 2-3 企業経営規模 表2-4 所在地

年間売上高 資本金 職員数 所在地 2-(4) 件数
(億ウォン) (億ウォン) (名) ソウル 1 

一以下 2-1) 2-2) 一以下 2-3) 2 尽畿 4 
499 。 10 49 。 3 その他 20 
999 1 。 99 1 4 全国，世界 6 
1，999 5 3 199 2 

止仁』1 計 31 
4，999 5 9 499 8 

9，999 2 2 999 5 

19，999 4 1 1，999 4 

49，999 7 2 4，999 4 

99，999 2 1 9，999 4 

199，999 4 1 19，999 3 

499，999 3 。 49，999 2 

合計 33 29 33 

最大 237，742 195，220 20，205 

32) 本表は環境賦課金に関する報告書(吾電子(ムン・ヒョンジュ， 2001)) に基づく産業分類を用いた。

この質問に対しては，回答者に自社がどの産業に分類されるかが十分に理解されておらず，分類上の明

確な誤りは訂正したが不正確さが残っている。

33) 大気汚染規制と廃水規制のそれぞれに種別を区分する基準が適用されているので数字が異なる企業が

ある。
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表2-5 企業の環境対策程度と対策の影響要因

問 3.現在貴社が行っている環境対策について
問 4.貴社の環境汚染対策に最も大きな影響を及ぼ

(該当番号に丸印，複数回答可能)
している要因は何ですか? (該当番号に丸印，複

数回答可能)

度数 比率(%) 度数 比率(%)

競争他社と比較して，先進的
23 60.5 一般市民の意識 10 26.3 

な環境対策を進行している

2) 競争他社と同等程度の環境対
15 39.5 

2) 貴社の商品(サービス含む)
11 

策を進行している を購入する消費者

3) 環境に関する法令を最小限遵
l 2.6 

3) 政府の経済的規制(排出賦課
11 28.9 

守している 金，環境改善負担金など)

4) 環境対策を実施する余裕がな 。 0.0 4) 政府の直接的規制(廃水濃度規 30 78.9 
L、 制，大気汚染物質排出規制など)

5) IS014000を取得した 32 84.2 取引先の要求 6 15.8 

6) その他(自由記述) 1 2.6 6) マスコミの牽制 5 13.2 

止ロ』 計 72 189.5申 環境 NGOの要求 8 21.1 

その他(自由記述) 8 21.1 
*複数回答であるため合計が100%にならない

234.2申止仁』3 計 89 

問2の回答から，経営規模(表2-3) は，年間売上高および職員数でみれば小規模な企業からの回答は

少ないが，一定水準以上の様々な規模に分布している。所在地(表 2-4) は，首都ソウルの企業はわずか

1件，首都圏の京畿道も 4件であり，大部分はその他の地方に立地する企業からの回答であることがわかる。

なお，全国のみならず，世界的に商品輸出や生産拠点展開を行っている企業もある。ちなみに，排出賦課金

は全国に適用されているが， 2007年7月実施の首都圏大気質改善特別法はソウルと京畿道のみに適用される。

表2-5は，各社の環境対策の現状と，そのような対策に影響を与えた要因についての回答である。回答

企業の 6割が，競争他者と比べても先進的な環境対策をとり，残りの企業もほとんどが他者と同等程度の対

策を行っていると答えている。また， IS014000を取得した企業が84.2%に達する34)。また，回答企業の環

境汚染対策に大きな影響を与えているものとしては，政府の直接的規制が78.9%と最も大きい。それ以外に，

一般市民の意識，消費者，政府の経済的規制を挙げた企業がそれぞれ3割弱あった。これまでの環境改善に

関して言えば，製造業においては経済的規制よりも直接的規制の方が，より強い影響を与えてきた可能性を

示唆している。その他には，環境 NGOの要求，取引先の要求，マスコミの牽制の順に大きい。

表2-6は，韓国政府が行ってきた環境政策に対する企業からの評価である。全体として韓国政府の環境

政策は優秀との評価を受けており，否定的な回答は少なかった。ただ，韓国ではいまだ強力な政府による

トップダウン的な環境政策が行われているため，利害当事者の意見が十分にくみ取られていないと考える回

答者が約4分の lあり，それらの政策が企業の対応能力を越えるという回答も多い。政府の行う環境政策が

弱いと考える回答はほとんどなく，環境財源の用途が不適切だという意見も少数派であった35)。

34) もちろん，回答企業は韓国全業全体を代表するものではなく，むしろ，環境意識の高い企業に偏って

回答が寄せてくれた見るべきである。

35) ただしこれらの回答は，選択肢として 5段階の評価のみを提示したため， I分からなし、」と回答すべ

きものが「普通だ」に含まれた可能性がある。



December 2007 韓国の環境関連賦課金の汚染排出削減インセンテイブに関する分析 99 

表2-6 韓国政府の環境政策に対する評価(数字は回答件数)

韓国政府の一般的な環境政策に関する意見 全くそ そうだ 普通だ
違う(2)
全く

合計
(該当する評価に丸をして下さい(5段階)) うだ(5) (4) (3) 違う(1)

1) 全般的に優秀な環境政策を実施している 4 18 12 4 。 38 
2) 利害当事者の意見を十分に取りまとめている 1 4 22 9 2 38 

3) 企業の対応能力を越える政策がしばしば実施されている 7 16 12 3 。 38 
全般的に弱L、環境政策が実施されている 。 11 23 3 38 

環境関連対策財源は適切に使われている 。 7 23 8 。 38 
L一一

表2-7は，排出賦課金を納付しているか否かについての回答である。回答企業の中では，排出賦課金を

納付していない企業が大部分で 3分の 2に達する。さらにそのうち 3分の 2は以前から納付しておらず， も

ともと賦課対象でないか免除されている。これらは，燃料転換や最適防止施設の設置など，第 2章に示した

免除の条件を満たしたか 濃度基準の30%未満で排出するような対応を行ったためである。過去の賦課金額

を記入してくれた企業は， 38企業中14企業であった。この数値と，企業の事業規模を比較すれば，賦課金が

どの程度の財務的負担となっているかが分かる。計算によれば，賦課金額は年間売上高の0.00001%一

0.15%程度である。

表2-7 排出賦課金を納付しているか否かに関して

問 6. 貴社は排出賦課金を納付していますか? (該当番号に丸を)

納付していない

→理由:①以前から排出賦課金賦課対象ではない 問6の回答 回答数 該当数 率

②以前は排出賦課金賦課対象だったが， 1)納付せず 38 24 63.2% 

現在は免除対象である ①以前から 22 15 68.2% 

(免除時期: ②現在は 22 7 31.8% 

(免除理由:

2) 納付している

→金額について分かる範囲内で書いて下さい。

〈最近納付した賦課金について〉

年 1999 2000 2001 2003 2004 2005 
2006 
(予想金額)

賦課金額

※注:免除された場合，免除される以前の年度欄には賦課された金額を記入して下さい

表 2-8は，企業が排出賦課金を節約する努力を行っているか，行っているとすればどのような対応を

とっているかを示している。約8割の企業は排出賦課金を節約する努力を行っている。ちなみに，賦課対象

でなくても努力をしているとし寸企業が見られたが，努力をしていないと答えた企業は全て賦課対象でない

企業であった。これは，韓国の排出賦課金の制度においては，上述のように燃料転換や最適防止施設の設置，

排出濃度の低減などの努力によって賦課対象からはずれる， とし、ぅ仕組みになっているので，このような回
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表2-8 排出賦課金を節約するための努力

間 7 貴社は排出賦課金を減らすために努力していますか? (該当番号
回答数 該当数 比率

に丸をして下さい)

努力をしていない 33 7 21.2% 

努力をしている 33 26 78.8% 

① エネルギー消費量を減らす 26 13 50.0% 

② 燃料転換(大気) 26 13 50.0% 

③ 汚染除去装置設置 26 18 69.2% 

④ 希釈(水) 26 。 0.0% 
⑤ 中水道で利用 26 5 19.2% 

⑤ 汚染物質低減のための生産過程改善 26 19 73.1% 

⑦ 汚染物質低減のための環境技術開発 26 8 30.8% 

③ 生産量調整 26 1 3.8% 

答が得られたと考えられる。実際，回答を詳細に見れば，企業は汚染物質を削減するというより，免除を受

けるために努力しているように感じられる。本文3.1.2節で示したように，免除されるための対策を行うイ

ンセンテイブは決して小さくない。

削減努力の内容は， i⑥汚染物質低減のための生産過程改善」が最も多く，その次に「③汚染除去装置設

置」である。②燃料転換と①エネルギ一節約も重要な対策である。他方，排出賦課金は濃度規制的な政策で

あるため，理屈の上ではポンプで水を取り込むなどして廃水を希釈すれば負担を減らせるが，その方法④を

取っていると回答する企業はなかった。これは，単純な希釈は排出施設・防止施設の適正運用と見なされず，

処分の対象となるためである。

表2-9は，企業が支払っている排出賦課金の料率を把握しているかどうかという質問である。 2.2節で

見たように，韓国の排出賦課金は，基本料率(汚染物質 1kgあたり賦課金額)のほかに，年度別算定指数，

地域別賦課係数，濃度別賦課係数などの係数が乗じられるために複雑で，実際の料率は企業ごとに大きくこ

となるはずである。しかし，表2-9の質問に対する企業の答えは意外なもので，回答をくれた34社のうち，

21社 (61.8%)が料率を把握しておらず，把握している13杜 (38.2%) も，法令を見ればすぐに分かる基本

賦課料率を示したのみで，複雑な係数の積算を行ってはし、ない36)。

表2-9 排出賦課金の料率の把握

問 8.貴社で排出する汚染物質の単位当たり排出賦課金の料率(計算上企業により違う)を把握していま

すか? (該当番号に丸をして下さい)

1) していない

(理由

2) している

→2)当番をした選んだ場合分かる範囲内で記入して下さい

36) ¥，、くつかの回答企業に対する電話での確認によれば，賦課金額については道庁が自動的にコンピュー

タ計算するか，自身のコンピュータ計算を道庁が確認する形で，自動的に金額が決められることや，実

際に低濃度排出による免除を受けていることなどから，企業は詳細な賦課料率にはほとんど関心がない

とし、う。
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[大気]

[示品課金二酸化硫黄 (S02): ウォンIkg，浮遊物質 (SS): ウォンIkgI 

「超過賦課金下の欄に汚染物質名と料科書いて下さい。|

ウォンIkg， ウォンIkg

ウォンIkg， ウォンIkg

[廃水]

直扇課金有機物質 (BOD/COD): ウォンIkg，浮遊物質 (SS): ub 
k
 

/
/
 
ンオウ

「超過賦課金 下の欄に汚染物質名と料率を書いて下さい。|

ウォンIkg，

ウォンIkg，

ウォンIkg

ウォンIkg

表 2-10は，大気汚染物質の排出量に関する自動測定器 (TMS)の設置の有無と，その費用に関する質

問である。半数程度の企業が TMSの設置を完了しているか，あるいは設置予定である。 13)¥，、L、え」を選

んだ企業は大部分が免除対象企業である。また，免除対象企業でありながら TMSを設置している企業も多

い。 TMSの設置費用は最低2億ウォン，最大300億ウォンで，企業に対して相当程度の負担となっている

と思われる。

表 2-10 大気汚染物質排出量の自動測定器 (TMS)の設置有無と費用

問 9.大気分野の自動測定機 (TMS)設置の有無(該当番号に丸印)

はし、， 2) 設置予定， 3) し、し、え

→1)， 2)番を選んだ場合，測定可能な物質を選択して下さい。(複数回答)

① SOx，② NOx，③ 粉塵

B:上記の自動測定器の設置時の費用:約 万ウォン

TMS設置 回答数 該当数 一活十~ 費用(万ウォン以下)

はL、 35 15 42.9% 19，999 。
2) 設置予定 35 6 17.1 % 49，999 7 

3) L、L、え 35 17 48.6% 99，999 3 

(1) SOx 14 7 50.0% 199，999 2 

(2) NOx 14 11 78.6% 499，999 3 

(3) ホコリ 14 11 78.6% 500，000以上 1 

1)と2)は重複がある 止E』3 計 16 

一ー
表 2-11は，企業が最近おこなった環境対策について，その費用と，予想される資源消費や汚染排出の削

減量，および予想される排出賦課金節約額を尋ねた質問である。この質問内容に回答するための情報を十分

に把握している企業は多くないと想定していたが，部分的にでも回答してくれる企業があれば，排出賦課金

料率のデータ(表3-9で回答された料率と，企業ごとの賦課係数を乗じた実際の料率)を用いて，賦課金

の排出削減インセンテイブに関するケーススタディを行うことが可能となると考えた(→本文3.2節)。こ

の質問に対する何らかの回答は11社から得られた。
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表2-11 最近実施した環境対策の費用と予測削減量および排出賦課金の節約額

間10.貴社が最近実施した重要な環境対策内容，または対象汚染物質と必要な対策費用，予測削減量，予

想される予想される排出賦課金の節約額について分かる範囲内で書いてお書き下さい。

(ご存知ない場合は空欄で残して下さってもかまいません)

表2-12は，企業の判断で環境対策投資を行う際に，要件とする投資回収年数を尋ねたものである。投資

回収年数に関する回答は約半数の企業から得られ，表 2-13に示した。また，環境改善投資の回収は不可能

(回収を期待していない)という回答が 3社からあった。ただ，この質問の意図が正確に伝わっていたかど

うかが心許なかった(実際に行った投資が何年で回収できると見込んでいるかを尋ねたものではない)ので，

確認のために電話質問を行ったところ，誤解はなかったようである。その際得られた重要なコメントの中で

は，近年の激しい競争環境のもとでは， 1年以上先の見通しは立てることができないというものや，将来の

制度的な変化も予想できない，というものがあった。他方で，企業イメージの改善に結びつくのであれば回

収できなくても投資を行うとした企業もあった。

表2-12 投資回収年数

問11.貴社は，政府の強力かつ厳格な環境規制を充足させるために実施する環境対策ではなく，貴社の判

断で裁量的な環境対策をするための投資に限って，質問します。排出賦課金の節約額，またはエネル

ギー費用の節約額などで投資額を回収する場合，貴社では投資回収年数を何年程度と考えていますか?

(該当番号に丸)

投資回収年数

頻度

表 2-13 投資回収年数の分布

表 2-14は， 2007年7月から実施された(質問時点では未実施)，首都圏大気環境改善特別法から回答企

業に影響を受けることになるか，また，それに対する対策をとっているかどうかについて，質問とその回答

を示している。回答企業の約4割が影響はないという選択肢を選んだが，その大部分がソウル・京畿道以外

に所在する企業である。一方で，規制の実施前ではあるが，追加的な投資を行ったり，既存の対策を強化し

ている企業も 4割程度ある。

表2-14 総量制の影響とそれに対する対策

問12. 最近導入された首都圏大気総量規制制度(以下首都圏大気環境特別改善法人水質汚染総量管理制

度について(該当番号に丸印)

上記制度に対する貴社の対策状況について

1) この制度の影響はほとんど受けないと思われる

2) 今の状況では特別な対策はなく，実施していない

3) 制度実施に対する対策として追加的投資をしている

対象汚染物質: 投資内容:

投資金額: 削減効果:

4) 追加投資はないが既存対策強化を中心に努力している。

既存対策内容:
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回答数 該当数 ーキ+→ヱ

影響はない 31 13 41.9% 

対策はない 31 4 12.9% 

追加投資している 31 6 19.4% 

4) 既存対策を強化 28 5 17.9% 
L__ 
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付録2.サービス業者に対する環境改善負担金に関する設問調査まとめ

この設問調査に対しては， 200件の配布に対して 5件から回答が寄せられた。回収率が2.5%と低いため，

この回答は統計的分析にそぐわないから，表や解釈はこれらの回答企業グループに特殊なものと理解する。

これらの企業は，旅客運送業，運輸業，総合物流サービス業，小売業，研究施設である。今回の回答者中

3ケ企業が経営規模に関する回答を記入してくれた。年間売上高が8000億ウォンから 3兆ウォンまでの規模

の大きな企業であった。使用燃料は都市ガス， LPGが中心で，軽油を使う企業もあった。

これら企業がどの程度の環境対策を行っているか，その理由は何であるかについての質問と凪答をまとめ

たものが表2-15である。

表 2-15 企業の環境対策程度と対策の影響要因

間 3.現在貴社が行っている環境対策について
問 4.貴社の環境汚染対策に最も大きな影響を及ぼ

(該当番号に丸印，複数回答可能)
している要因は何ですか? (該当番号に丸印，複
数回答可能)

度数 比率(%) 度数 比率(%)

1) 競争他社と比較して，先進的
1 20 一般市民の意識 20 

な環境対策を進行している

競争他社と同等程度の環境対
3 60 

貴社の商品(サービス含む)
2 40 

策を進行している を購入する消費者

3) 環境に関する法令を最小限遵
1 20 

3) 政府の経済的規制(排出賦課
3 60 

守している 金，環境改善負担金など)

4) 環境対策を実施する余裕がな 。 。4) 政府の直接的規制(廃水濃度規 。 。
し、 制，大気汚染物質排出規制など)

IS014000を取得した 1 20 5) 取引先の要求 。 。
6) その他(自由記述) 。 。6) マスコミの牽制 20 

主ロ』 計 6 120事 7) 環境NGOの要求 。 。
8) その他(自由記述) 。 。

*複数回答であるため合計が100%にならない
主口』 計 7 140* 

回答企業の中には，環境対策を実施する余裕がないとし、う例がなく，競争会社と似た程度の環境対策を進

行している企業が最も多かった。また，環境対策に最も大きな影響を与えているとされるのが，政府の経済

的規制であった。

表 2-16 韓国政府の環境政策に対する評価(数字は回答件数)

韓国政府の一般的な環境政策に関する意見 全くそ そうだ 普通だ
違う(2)
全く

合計
(該当する評価に丸をして下さい(5段階)) うだ(5) (4) (3) 違う(1)

1) 全般的に優秀な環境政策を実施している 4 5 

2) 利害当事者の意見を十分に取りまとめている 4 5 

3) 企業の対応能力を越える政策がしばしば実施されている 3 1 5 

4) 全般的に弱い環境政策が実施されている 3 2 5 

5) 環境関連対策財源は適切に使われている 5 5 
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企業の韓国政府の環境政策に対する評価は全般的で“普通だ"という評価に集中している。不満感を表明

した企業は少数である。政策は比較的強力だと認識されているが，財源の支出は特に問題視されていな

。
)
 

n
j
 

丹、

υ

、
1hv 

表2-17は環境改善負担金の納付の有無，および金額を示したものである。回答によれば， 5社はすべて

環境改善負担金を納付している。納付額を記入してくれた企業は3社であった。燃料使用量と水使用量まで

記入してくれたのは 1社であった。年間売上高に対する環境改善負担金額の比率は0.0001拓， 0.006%と

0.019%である。

表 2-17 環境改善負担金の納付の有無および金額について

問 6.貴社は環境改善負担金を納付していますか? (該当番号に丸印)

納付していない [0/5杜]

→理由:①が前から環境改善負担金の賦課対象事業所ではない。

②以前には環境改善負担金の賦課対象だったが，今は免除対象だ

(免除時期:

(免除理由:

納付している [5/5杜]

→最近納付した環境改善負担金(施設分)に対し分かる範囲内で書いて下さL、。

2004年上 2004年下 2005年上 2005年下 2006年上 2006年下

納付額

(燃料)

(水)

※注:免除された場合，免除される前の年度欄には，賦課された金額を記入して下さるようお願し、しま

す。

表2-18は，これらの企業が環境改善負担金を減らすための努力を行っているか，またどのような努力を

行っているかを示したものである。省エネ，節水の努力を行っている企業の比率が高い。なお，③の選択肢

が意味するのは，水質環境改善負担金は部屋の用途によって賦課料率(うち，水質汚染誘発係数)が異なる

ため，用途を変えたり，事実に即して申告することによって賦課金額を節約することが可能なことである。

過去のヒアリング調査では，ある宿泊業者でこの手法を重視していたが，今回のアンケート調査ではこの選

択肢を選んだ企業はなかった。

表2-18 排出賦課金を節約するための努力

問 7 貴社は排出賦課金を減らすために努力していますか? (該当番号
回答数 該当数 比率に丸をして下さい)

努力をしていない 5 。 0% 

2) 努力をしている 5 5 100% 

① エネルギー消費量を減らす 5 5 100% 

37) ただしこれらの回答は，選択肢として 5段階の評価のみを提示したため， i分からなしづと回答すベ
きものが「普通だjに含まれた可能性がある。
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② 水消費量を減らす 5 3 
制 J

③ 自社が保有する建物内の各部屋の用途を変更するなどの方法で，
5 。 0% 

法が許される範囲で最小の負担金を申告している

④ 事業所の床面積をできるだけ小さくする 5 。 0% 

⑤ その他(自由記述) 5 。 0% 

表 2-19は，省エネ・節水対策投資の投資回収年数に関する質問である。 2杜から回答を受けた(3年お

よび5年)。その他は「わからない」が 2社，無回答が 1社であった。やはり近年の競争環境と，変化の激

しい規制環境のなかで，長い回収年数を待つことができない事情が読みとれる。

表 2-19 投資回収年数

問 8.費用回収が可能なエネルギー削減対策，水使用量減らすための対策の場合，貴社では投資回収年数

を何年ほどと考えていますか?

1) 知らない

2) 年 ヶ月

表 2-20は，個別企業の節約インセンテイブに関して，理論に即した分析が可能となるデータを得る目的

で用意した質問を示している。回答がなるべく簡単にできるよう表を用意したが，記入した企業がなかった。

表 2-20 エネルギーと水使用量節約投資

問 9. 貴社が最近実施した エネルギーと水使用量を減らすための対策に対しその内容と対象燃料(エネ

ルギーの場合)，必要とした対策費用，予測削減量，予想される環境改善負担金に関して分かる範囲内

でお書き下さい(ご存知ない場合は空欄で残して下さい)

表 2-21は，環境改善負担金とは別に，最近新たに導入された首都圏大気環境改善特別法(首都圏大気総

量規制)や水質汚染総量管理制度に対して，企業の対応状況を質問したものである。これらの回答者はほと

んどが首都圏に立地しているが，サービス企業であるため，首都圏大気総量制度や水質汚染総量管理制度に

よる影響をあまり受けないようである。そして，現状では対策をとれないと答える企業もあった。ある企業

は「当社の事業場が首都圏よりも地方に位置しているので，地方自治体の条例に従っている」と自由記述で

答えてくれた。

表 2-21 新たな政策への対応

問10. 最近導入された首都圏大気総量規制制度や，水質汚染総量管理制
回答数 該当数 比率

度に対し，貴社の対応状況について(該当番号に丸印)

この制度の影響をほとんど受けないだろう 4 2 50% 

努力をしている 4 1 25% 

3) エネルギー消費量を減らす。 4 。 0% 

4) 水消費量を減らす 4 。 0% 

その他(自由記述) 4 1 25% 

最後に， I間11.環境改善負担金をはじめとして，政府の環境政策に対し意見があれば，自由に書いて下

さい」として，自由な意見を求めた。 1社だけが記入してくれた。「消費鈍化および競争深化で流通業社の
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収益構造が悪化する環境で，国民の人生の質に直接影響を及ぼす流通産業・サービス産業の増進のために，

費用負担よりは実行中心の政策に転換してもらえたらと思う。新しい政策を立案する過程で流通・サービス

産業関係者(業者，協会など)との公聴会および緊密な意見交流など，実現可能な現実的な政策が樹立・進

行されればと思う。公聴会などの意見収数(を求む)Jという要望であった。
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付録3.企業の排出賦課金に関する設問調査

710J斗叫壱半斗舌叫1吐吐信号主λト(刈1主廿叫す)

叶λト斗屯斗喧せきト4金ァl唱すレl斗.

弓i号7a対10Joj_す司(弓i7å吐)斗号ヰoト λ1 0ト社7å;吉元~oj_子司七 吐号斗 是7a，Aa~~ 号叶1-̂i
1:1~壱ヰヰ舌斗ァ]OJ OJ守司l叶吐oj_子J斗王宮ァト号音号ヰと主号号主主 4是主λト呈ヰEf
三司ォl司録音叶斗.

貫主ヌH 吐苛叶lペ七位弓l号ヰ首l平井~叫壱ヰヰ舌ヰ社7â 7~/tiヰ昔舌号7å対lヰ牛唱告
号せ毛ヲァ~.À，i吋1 吐唱毛利王アトサ寸司詰0] 王廿斗叶~スl吐， 0] c.l吐ヰ斗音対l王斗
社7â 7~仕立ヰ斗千ト千，ァ]ÖJ 斗凶l~ーヰす牛そ号叶l 叫司ペ七 oト斗王対1 対1 ヰ吐是.À~01ヰ号吐
4psca叶斗. 0]世叶1AJAl叫七 4是主λト七叫壱ヰヰ音対!玉.叶l叶吐 7]OJ斗 叶会分帯三ヰ
吾対1;昔号斗判宅金牛弔言ト~吐号斗叫昔斗吐塾1;宮司牛弔合引せ 7]主.スト孟量対l号さトさ

そ完全号司土主言トヱヌlす叶斗.

。1c.i吐手l スl号司oト司 λl叶叫旦4壱己斗i斗位丑三Eλ}öl1 ヰ号唱三吉ト~千λ17]呈

叫叫i叶道支 λ時号叫ぺ~トöl]-^i 斗市トスl 去受4-~]斗 7]を~主主月す0] モ畦せ

並走支旦設会主忍卦設辻員全賞受社長~設設長長鼓1lI öl]企d貸武士公~主.

音と主主L4是主λトミラア]OJ 叶l 昔司言トァ~l，.十分cdJ4号ヰ号叶l七ー電叫旦 λト4与さトスl 誌と叶

7~電 7] 唱玉音且叶l 吐司斗三屯萱号五言トス] ~さ舎含呼今三唱叶斗.

<若手>

号尋oトλ]0ト竜君7a司電子詞七堂甚叶苛叶1-̂iii!..司会社ヱ 21長せ号oJ，吐号対1堂甚oJ
嘆 号ヰoい10ト オ号斗 社1 ，Aa ~~叶| 吐Jせを ァト弓l 包甚OJ 吐子スト号呈 子AJ-'4叶
屯4さをヰヰ苛4斗ヰ苛oj_子凶l号スlそl畦oトoj_子宅上号合言トヱヌi合叶斗.

甚主λト豆長 12屯 22笠井ス10トt!l]牛ぺl斗主主Hl司手λ171l:lト昔叶斗.
口斗司王斗豆主|司1~誌を斗
社奇想対10，1せす主1******主λト司/***料*吐子唱
社斗.*****************ヰと*****************

01 u11包:****@fki.or.kr， **** @fki.or.kr 

3
-
判
一
豆

、
円
一
斗
一
世

中
一
事
一
井

J

A

o

一、有

ヰペ噌

FAX 

E-mail 

。|王λト豆叶171柑吐叫舎45 号オl 唱刈113 王吋1 .Q.j司叶唱。l 且主s1叶，号対l号-~ol _2.j叶1セ λト%斗ヌ1 ~詰す叶斗.
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く豆 1.cd号電岳千千五>

吐主 Oj 三てδE ~主 Oj三6壬

せOjヰ苛 12 斗千ト

2 ァ1];.ト斗苛 13 ヰスl・廿叶

3 ヱ干・号叫と司 14 <11舌-4暗号
4 l斗舌ヰ 15 ♀Tー-ノι「ヌg-凶1

5 主唱舌今 16 λ~ f2} Oj 

6 社ァ1・社スト 17 サOj 主斗_À~;<~ ~ 

7 斗千ト弓刈l 18 OJ~ ・善社

8 }I.l司・ 4埜 19 廿4ι~-$-d 

9 λ寸uロE 20 せ社・牛王λトOj

10 牛λト号証ロH 21 λト社え十司

11 会主著 22 詞l牛斗己l

23 71];.ト

24 旦旦~斗

1.子|斗斗 C4号(λト ÖJ母子旦/ス1~/子対1斗 ÖJ号 OJ)吋l 叶吐琶を

(1)斗OJ母子旦(司寸世主叶1号ユ叫ロ1豆λl暑さH三子位λ1_2_)

1) 1号 2) 2号 3) 3号 4) 4号 5) 5号 6)旦互主!斗

(2)司寸 OJ号電甚尋(豆 l全社主升叶吐主吾ヰ叶手廿λ1_2_)

t8_j主 子対lヰ oj号噌:

2. 子l斗斗7JoJ子旦吋1吐司ペ

(吐司叶1司寸 λト守合 J4叶千廿λ1_2_.旦旦λl七 Y3Jトミラ吐吐i主 1昔オ予付王弔叶斗)

t)ロ官公平(吐社): 斗唱 2)スト毛舌: 〈ヰ唱

3)斗屯牛: 回。 4)噌ojスlQ4ES: 王 λ1 

子

5)手丘対l吾_~:

3. せ朴叶λトァト弓i司言ト.=i?_~七社7J~斗叫l 叶叫叶(叫Rませ主吋l 号ユ叫ロl 五λl吾，ヰ牛舎すァトミテ)

1) なす斗斗 B1 ..íll.叫~ ~，i弓134吐社7J叫:;t~全社噌言トヱ~舎

2) づ守斗斗 B1失せ司王斗塾7J叶司会社主』言トヱ~舎

3)塾73叶1;吐吐唱司名詞主吐と主を牛さトヱ~音
4)毛守叶えヰ告 4λ1電:叶弁ァト説会

5) IS014000音寺1号或舎

6)ユ判(ヌト令 71告)
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4. 子1斗斗毛づ i唱叫埼叫l ァトサ吾噌守合ロl ぇlセァ戎会(司寸喧主吋1 号ユ叫ロl 豆λ]，ヰ牛舎~ァト)

1)包吐 λ]tlJ~斗

2) 子i-À}~サ普(λ~ll1と王苦)金子唱さト七三主叶スト

3) ;;tàヰ~ :;相l斗子対1(ll~壱ヰヰ舌，塾7J 7~-À，iヰ吐舌号)

4) 弓ヰ~ ~;;昔ヰ子刈(牛耳重苦王子刈]，叶 71 _主唱号電叶壱子刈1号)

5) オ~ぇ8~ _e_子

6) 叫と弔~喧刈l

7)埜づ NGO斗 J王子
6)ユ ~ (ヌト弁 7]告)

5. 吐号司ヰ斗屯吐~-ìOJ 註7J ;;昔埼叫1 吐せ~巷(司サ可~ ~主刊号ユ叫ロ|豆λl吾司手4λ]..2-)

(司寸 λトす叫1号ユ叫ロ1豆λl呈司卒4λ]..2-(5吐対1弔ァト))
ロ司」ト
ユ噂斗

且号 。ト叶斗
ユ噂斗 。1斗

1)社吐司土旦♀牛吐塾7J;;宮司告 4λ1ヰヱ文l斗. 5 4 3 

2) 0]司寸λトスト社主{司喧金子差司牛唱さトJ:7..v，斗. 5 4 3 

3) 71今j21qj舎を司会¥lo-JλHラヌJ判。|ヌト子 4λ].'.'ejJ!..Ql斗 5 4 3 

4)社吐斗ム呈ロl咋吐竜王3唱えヰ0] Ã.J. λ1~ J:7.. V，斗. 5 4 3 

5)塾司王荘司叫主ヰヌH唱名司唱さト升l>>-o::jス1J:7..V，じト. 5 4 3 

6. 叶λトを吋壱ヰヰ舌合 1オヰさトユ工~含叶ヰ?(司寸吐主叶1号ユ叫ロ1豆λl吾司手ノリλ]..2-)

1) すヰヰヱ~スl 詰舎

→o]~・:① 0]社ヰ叶叫壱ヰヰ舌ヰヰ叫す斗唱土井 oト叶斗.

②。l社噌叫壱ヰヰ舌ヰヰ叫す0]妓ス1吐スl号ー毛吐対l叫す0]斗

(吐刈1λ]7]:

(唱刈]0]%: 

2) 吐ヰ許..2~舎

→舌叫叶l叫叫O:J0ト七唱剖叫叫~Mj三子公 λ] ..2-.

く~そ 1オヰせヰヰ舌吋1 吐きト叶>

2 

2 

2 

2 

2 

社司
白トν|斗

1 

一一__)

吐 2006(叶1-AJ号叫)

ヰヰ音叫

※手:吐対l司ーコヨ♀，唱対l司71 0]弓!~吐王畦吋l王ヰヰ唱昔。耳告ァ]oJ司手λ]7.J.叫す叶斗.
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7. 子l斗七叶壱ヰヰ舌告号。]71 ♀l叫 o~ .I..司す叶ヰ?(司寸喧主叶l号ユ叫ロ1豆λ1呈司卒世λ]_2_)

1)叫スl註ユ工法斗 (0]弁

2)叫ヱヌl斗.

→2) Jti告ぺi司吐づ♀吋l会すきH手λ17J_叫昔叶斗.(ヰ牛舎すァトうテ)

①吋11--J;>:1土III巷告をoJ斗.

② oj亘社塾(叶ァ1)

③ i噌刈オサぇ1_.(-Jぇl

④詞斗(呈)

⑤号牛王旦 01%

⑥_2_ C言音堂ヰ社告♀-1吐~~せヰコ昔 7~~j_

⑦_2_ C言吾電ヰ社合引吐塾コヨァl告 7~堂

③噌せ宅金主玉音

8.子iλ同1ぺ首月号叫七 i唱号電斗吐♀J寸叫壱ヰヰ音斗 i告(対1せす 71OJ吋l叫己ト斗吾)全斗叶言トヱ

到す叶ヰ?(司サ世主斗|号ユ己;トロ|豆λl号司三子廿λ1..2..)

1)井スl詰セ斗

(OH子

2) 時五~斗

→2)Jti全ぺi司せ7J♀吐主旦全且oJ1，，{j71世司手廿λ1_2_

i叫71]

I71甚ヰヰ司 0]せ井零(S02): 吐Ikg， ヰ令号電(SS):

|主ヰヰヰ到。ト司豆雪叶]~唱を弓i~.31ト...a.告全斗叶手4λ1 _2_.

1lil1牛l

|71甚千ヰ剖

|主ヰヰヰ舌1

千トァl号電(BOD/COD):

品Ikg，

屯Ikg，

唱Ikg，Jf-千ト号電(SS):

。ト~曜を叶l~唱苦電~ヰ...a.合金-^.:J叶手元jλ] _2_.

唱Ikg，

屯Ikg，

屯Ikg

品Ikg

毛Ikg

屯Ikg

毛主/kg

~/kg 

9.叶71甚o]:oJづ千スト号寺三宮71(TMS)_.(-J支l 叶ヰ(司寸唱主叶l 号ユ叫ロ|豆λl吾司千世λ1~)

1) cll 2)佳ぇ]cl]-̂J 3)斗叶i

→1)，2)喧音吐司吐7J♀，尋-̂Jァトうテ吐量宣告吐司司子公λ1..2...(ヰ牛舎すァトうテ)

① SOx ②NOx ③吐ス1

B:サァlスト号尋召71_.(Jぇlλ1Bl舎:咋 吐屯



H
H
N
 

10.司斗7ト持そ叶1fi.J ^1吐守三L吐塾7J叫梓叫%，3:.長叫す..2-~号電ヰ毛..s..吐叫叫<IH上司l奇跡斗社寺，
寸分ヰを叫す斗七日H壱ヰヰ舌~電qf 舌叫叶1 市ト叶~主旦並並姐~~子廿λ1 ..2-.
(旦旦λl七?を♀七吐弓~ó 呈 lオオ子ペ王弔レlヰ)

部
出
掛
山
判
部
精

-F..s..吐毒づ叶~ ~~叫舎 叫すJ主唱吾電 叫~~<I]% 吋l尋_fi--)-社守( )※ 
oJHJ--'4長 ll>>壱ヰ斗昔斗
電咋舌01

叫71..2-q::!.:;:止唱

吐 吐屯 せ唱

吐 吐~ 吐屯

t;! oJ屯 吐屯

t;! 吐唱 吐唱

t;! 吐唱 吐唱

牛耳量三止唱

吐 吐姐 吐~

吐 畦~ 吐屯

吐 吐宅ま 畦唱

吐 吐屯 吐唱

吐 畦屯 吐~

〈
o--h匹、
吋

Zc-ω

※吋1尋ー斗社宅主斗吐剖ミラモ[t]__Q_旦斗叶手λ171 叫す叶斗.ユ凸1 9-1斗吐♀1七 242量言トヰヱペ~7-{-'4七吐♀-1主 7]OJ叫叶千λ17J叫す叶斗.
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11.子i斗七司ヰ斗寸言トヱぜヰ吐宅金づ子対l吾寺号λlヲ171♀l司λlA.Jλl許七塾7a叫斗0]0ト吐，

子↑λト~吐吐土呈ヰ守~吐塾7å叫弓合言トァl ♀1吐早ヌト~吐司 λ1 乏をさト戒す叶斗.

叫壱ヰヰ舌~弓iq_干。耳，主主ラ吋叶ス1 ¥O!H与.9-l屯呼叶号ム王手スト斗金主1牛竜王宮♀，

叶λいl ペ七平スト豆l牛吐牛号嘆吐司王旦 ~~ziきトヱ~す叶ヰ?(司r;.J-~立叫l 号ユ己トロ1 王λl吾)

1)旦互設斗

2) 一一一一~ 7~唱司王

113 

12. 司そ叶1 王廿せ牛王屯哨 71幸幸子刈1司王(01許牛王丑叫 71塾づ号電7司仕掛，牛奇L~-唱幸寺吐司埼玉叶|

叫さト叶司r;.J~.:2:.吋l 号ユ叫ロ1 豆λl量司卒4λ1~.

サァl 朴正叶l 叫吐子1斗~叶え十サ吐分場叫1 叶叫~，

1) 01刈|玉斗噌守合オ斗せスl詰金受01斗.

2) ス1舌ーす零吋l ペ七号せ吐叶.7~ 01 討2 叫2~スl 詰斗.

3) 刈l王 λl 吉W~ 叫司サ吐合剖司キァト司王子スト吾言トヱ~ヰ.

叫すi唱号電: 手スト叫-%-:

手スト音叫: 斗社主斗:

※せ唱判。lスl叶|誌を豆叶1呈すヰ長7a千七，ユキ{スl呈-71~~司手廿λ1 ..2..

4) 王子ァト芋スト長官iスl吐ァ1毛叫埼ミト井号号41主主司叫2~斗.

71吾叶梓叫舎:

13. 叫号ヰヰ苦言 4ニ王電叫 71寺啓子刈朴正告\011畏-<5}~， ~àヰ斗塾7å ~à .7~叶l 叫許<1 ~唱。 l 対三三λ1~ ，

スト千ト吾升l M1手廿 λ1~

※牛ヱ叫録音叶斗.4是主λト吋l唱司司千ペペ叶吐司社λトす叶斗※
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付録4.企業の環境改善負担金に関する設問調査

71OJ~ 社17~~，iヰ昔舌叶l 吐吐位を三玉λト(弁号唱/刷と判サ)

干1斗~~斗世守言トノ言合 71唱す叶斗.

社寺1 刈1oJ~す主.]c弓i1吐)斗号ヰoい1 0ト社1 ~J ;7.~吐子J主l七吐苛斗 社1~J ;7.~ 号外l̂i
毛布 7~^J ヰ廿舌斗ァ]oj os守吋l 叫吐oj_子斗~ァト号会与24i呈号号i旦 42f主λト呈
ヰ時三三司ォ1s1録音叶斗.

電ヌH 吐苛叶ペ七社社号斗叶平井o:l叶壱ヰヰ音ヰ毛コ~7~^Jヰ廿号号 1~]司牛唱会
号社社17~^J叶l 吐電毛利玉アトササ司詰01 王官三J叶ヌl スl吐， 01司社ヰヰ音対|玉三J
毛フ3ァH仕立斗司令干， 710J~ "'1舎ヰ吐牛そ号吋1 叫司ペー。ト斗王対1 司王~OJ 是斗 01 ヰ号吐

-̂.J ~à oJ叶斗.01喧叶1-^.Jペヰ七せを三Eλト七埜1 ァ~^.iヰ昔音対l王叶l 叶吐 71 0j斗叶4告す零斗
丑対1王宮号~ ~司会牛唱さトo:lせ号~叫昔~社是1 ;tJ斗牛司会剖吐ァl主スト豆号対1晋叫き
そ完全号34i主さトヱ録音叶斗.

。1~~吐尋|スl呈ー刊。ト司 λl~ 叫旦4号Etλトi斗^J.丑主λト付1 ヰ号電三E言トo:l千λ17]号
叫叫i叶蚤支三回二四全盛生ーガλ同14戎全量投去法二一全さ陸上71全斗i主」割安lモ畦吐
受景ま'tl~士会主対司許C4 司会L戎ま~.slゆト oト七史投叶叫ペオ世司王公民.

音i主甚電是主λト七ァlOj叶l昔司言トァ1叫す唱司号持号叶l七電叫旦 λト舎言トスl誌と叶
ァH唱 710J;宮且叶l吐司 l̂s三世追号五言トスl詰舎金咋42三弔叶斗.

くせヱ>

号尋oトλ1 0ト塾~;宮司 oj子主首長包茎叫苛叶1ペJiL司会すヱ~告を号OJ，吐号オ1 屯甚究l

嘆 号ヰoい10ト オヨ十斗 毛づ 弓斗斗l吐位含 ァト社 宅甚OJ ~子スト是主 子 â.sl叶
屯4さをヰヰ苛Áà~ ヰ苛~子"'1呈スl唱toト~子著号告さトヱヌl合叶斗.

甚主λト五七 12-4量 22笠井ス10ト司牛ぺ1斗主主1ぺl司手λ171叫す叶斗.
ロ司有主主斗玉豆Hl現fE斗
社号な対10.1吐す豆.]******主λト~ / ****料o，j_干毛主
社斗:材料林***********司と.*****牢林牢********

0]吋1屯:紳料@fki.or.kr，****@fki.or.kr 

E-mail 

FAX 

3
一
剖
一
主

同
い
一
、
斗
一
凶
己

中
一
事
一
井

j
-
A
o
一
、
司

ヰペUJ

。1王λト豆吋171柑喧叫舎45号オ1唱柿 13王吋1.9.J司 tl]屯01~主~叶，号苅l号斗 01 斗吋1七 λト舎司ス] ~主音叶斗.
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1.叶斗斗 o.J号(λト唱す子旦/ス1~/干ー対l ヰ o.J号噌)叶l 叫吐電丑 (0ト~豆叫1 ペペi叫)

1) o.J号令弔電主 2)子対1ヰo.j号噌

(0ト司王叶lペペ1叫叫。4三子4λ1..2..)
①刈 1 号そ~À~聖λ]_..!;Ì号屯吐号4与す ⑪今叶λ]A;I、毛主吐牛電λ]A;I、ごL呼スい]A;I

②そ屯λ]_..!;I号尋対1生全斗FS，包吐合斗3S，♀l斗λP;I号

手王宮噌"，;l

⑫吐叫λP;I(アト)叫噌唱，叫子旦三と叫三宮・王ロ内-"ll斗

⑬塾ロQλP;I(斗)司仕号玉三主叫号号塾叫サ1

③刈 2号そ司λ]_..!;IÀ~埜λHi号せロトλlをどと

④刈 2 号そ屯λH~ーす毛λP;Ì~ A.J叶牛<>aせ， ft号λ].A;I号

4叶牛噌サ

⑤~~λ] _..!;I 

⑭♀-]T!f λ]À~す号牛ヰ今培

⑮ミ止す司主1λH~ーす c昔斗吐

(16)令号λ]A;I(フト浮L苦叶ロ]t--~

(17)千ト与λP;I(斗)ユ司令号λ]A;I

(18)吐サ手同|λ]A;I⑥.JlLヰ吐子λ]_..!;I(7ト)斗守7]告せ子生

⑦.JlL今~子λP;Ì (斗)ユ.2-]~子λ]_..!;Ì

③全号λ]_..!~号刃1ヰ吐

(19)ユ.2-]λ]A;I(B]22叫lペ司吐舎三七対l斗

(20)主主主!ヰ

⑨"，;l干λ141，そ吐すそ「λ144司法寺・号弓Iλ14-'号音吐せλ]A;I

2. 叶斗斗 73 噌子旦叶l 叶-6}~

(吐せ叶1司寸 λトサ全斗叶三rAJλ1..2..)

1)叫壱(吐社)・ 叶屯 2)スト甚舌: 叶唱

3) ~唱牛: ロ~ 4)唱干舎叫Ef吐ヰ・ m3 

5)ぜo.Jスlq1. 子 6)斗%吐呈:王λlアトごと・ LPG・ユ斗

3. 司柑子1λトァト弓l噌言トヱ~七毛7J叶現吋1 叫ヰ~ (司寸'!I主斗1号ユ己トロ1豆λl量，ヰ牛告すァトミ子)

1) フ~ ;<~斗斗 B]足許~ぺ1弓l斗吐吐7J t:有利全社古』叫i工~合

幻想守斗斗叶失吐司王斗毛主7J叫司会社噌言トヱ~音

3)塾7J叶1.3止吐噌王34L 三荷主吐i旦そ牛吉トユ工~合

4) 竜王宮叶肴合 4λl埜~-i子ァト~音

5) IS014000含剖号戒告

6) ユ _iJ (スト弁 7]告)

4.子↑λ同社7J..2_唱叫肴叶17トサ吾 OJ守合ロ1ぇl七戎毛(唱主叶|号ユ己トロ|豆λ1号，ヰ牛舎すァトミテ)

1)包吐 λ]oJ斗斗

2)子1斗斗す吾(什<11三二五苦)金子〈泣きトセ土叶ヌト

3) ;<ë!ヰ斗宅対l斗子刈(吋壱ヰヰ舌，塾づ 7~.Æ，iヰ昔舌号)

4)弓ヰ斗ろ1~_Ã~子ヰ(牛耳三云王子対1，叶 7] ..2..ぜ号電叫壱子対1号)

5) オ司夫l~-1 _e_子

6) 叫土弔斗~~]

7)社ぜNGO~ _e_子

6)ユ斗(スト弁 7]告)
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5吐号 fiJヰ斗屯吐ヰ吐塾3宮司判外|吐社主{喧

(司す λトサ叫号ユ叫ロ|玉λl是司苧廿λ]~ (5吐対1弔ァト))
ロB..l子
ユ弓斗

旦号 。ト~叫

ユ弔斗 。|じト

1)吐吐司と呈♀牛吐社コ宮司司会 4λ1言トヱ文l斗. 5 4 3 2 

2)0]司寸λトヌト社~ ~ぜ音寺是司牛唱さト2 5:}_じト 5 4 3 2 

3)7] <>J斗叫舎うテ司会~O-Jペを 3宮司 0] ヌト手 4λ] 5]ヱ~斗. 5 4 3 2 

4)社吐24i主ロ]~干吐社7å;宮司。] Á.J λ]~2 5:}_斗. 5 4 3 2 

5)塾コ宮弓上司吋豆ヰヌ両唱名斗宣言ト苅1坐叶ス125:}_斗. 5 4 3 2 

6.叶λト七塾7a7~_.(j_ヰ昔音告すヰヰ.2~す叶ヰ? (司寸 JÜ主刊号ユ叫ロ1 豆λl呈司手廿λ]~)

1)すヰヰユ工法ス1詰合

→。]%:①0]社ヰ吋塾づ7刊号1ヰ昔舌斗ヰヰ叫す斗o;;j土井 oトy斗.

②0]社唖塾守 7~_.(j_ヰ吐舌斗ヰヰ叫す0] 対ス1畦スl舌ー毛吐刈l 叫す 0]斗

(唱対1λ]71:

社対

。ト~斗

(唱刈]0]%: 一一_)

2)lオヰ古トヱ~舎

→三時そ吋] lすヰ吐塾づ 7~_.(j_ヰ昔舌(λHi是)叶1 叫叫~ ~lと喧剖吋吋t~i_ fi~ 叶三rÁJλ]~.

2004吐す 2004吐きト 2005吐サ 2005吐ヰ 2006吐サ 2006吐きト

すヰ斗

(せ豆)

(苦)

※手:せ対1毛L:;;宮♀，喧対1] ~71 0]社斗せ王吐叶1王ヰヰ星舌叫含 7]廿司三子λ]7J叫す叶斗.

7.子1斗を塾な7司ぺi千昔舌全電咋さトァl♀l吐ごこ司去さトヱ設す叶ヰ?(司r:o.}JU主叫l寺ユ叫ロ1豆λl量)

1)叫2~スl 詰斗

(OH子:

2)叫ヱ対斗

→2)唱音吐司吐づ♀叶1会す司手λ]7J叫昔叶斗. (ヰ牛舎すァトミテ)

①叫]l.;j-̂]:土叶守合雪屯斗

②量生j，j]寺会壱吐斗.

②スト斗ァト且千ト吐社是~ zj斗干4舎王吾 B，iぜ叫七号三{サ唱三主主

唱。 1 司%司セ唱♀-]叶]A守主1土ヰ吐舌i互ぺ1.2言トヱ~斗

④斗OJせ叫12Ì吐;o:~告ァトせを吐斗対] .吐斗.

⑤ユ .Q:j (スト弁 71告)

8. 甘1% 司牛ァトァトミ子吐叶]1--]ス1 斗弓上司埼，量 λト毛ト啓号。]71 剖吐叶7-~斗7å♀，

子1λ}01] A守主ラ芋スト司牛吐牛量嘆吐司王~ Å~zt-5トヱ5:}_す叶ヰ?

1 )旦主主l斗

2) 吐 7刊号



ロ
2
2
H号
2
N
C
。吋

9.子1斗ァト詞そ叶]A.Jλ]-6"j-，叶l叶ス1斗苦 λト%巷去を0]71♀l吐叫斗叶l叶叫c4ユ1.ll%斗叫す吐豆(叶|叶スl斗づ♀)，弓L.9..旦吐叫斗Bl%，01]奇_A-{せ執

寸分.tr.J主ー塾7J7~Á，:lヰ廿号叶l 吐斗叶 oト七唱剖"4l叫 Ai M-J手廿 λ] ..2.. (旦旦λl七十7J♀を吐7'J:~ 1オヰ子斗王弔レl斗)

調
困
見
)
州
淵
諦
湿
油
田
丹
描
出
川
δ
市
部
専

E
E弟
、
「
マ
ん
い
¥
中
V

4

バ
刊
行

E
J吋
が
ゆ
苛

叫l叶スl斗号 λト4子守告を0171♀l吐叫斗叫% 叫す吐主 叫 ;<~B1% 吋|尋ー斗社寺( )※ 寸分-'4七塾7J7~ ぺiヰ廿舌

叶|叶ス1吐司

t;i oJ~ 吐~d

吐 せ唱 せ唱

l辻 吐~ oJ屯

吐 oJ:唱 oJ:唱

吋、ー 吐せ 吐唱

号 λト舎啓三止rd

吐 吐屯 吐~d

吐 oJ:屯 吐~d

吐 吐唱 吐唱

吐 R上司 吐唱

吐 吐屯 吐唱

]ニ吋

※011尋ー斗せす斗吐判七モ[t]主主斗叶三子λ]71叫吐叶斗.ユ o].2~斗吐判七三司電叫斗2 Á~7-f斗七吐剖旦 71oJ叫叶手λ!屯叫昔レ|斗.
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10.司そ叶1玉唱吐牛玉喧叫オ寺啓子刈刈1王(01叫牛ヱ吐叫71吐1号電7司吐唱)，

牛奇[...2..唱守幸三を司刈1王.叶l

叫さト叶守1λ干斗叶えfサ吐す培吋1叫舌ト叶(叫す ttl主叶l号ユ叫ロl豆λl呈7司

千世λ1__2_)

1) 01司王判唱守合オ斗せスl詰全戎01斗.

2) スl舌ーす尋吋p~七号電吐叶判。l 蛍.:11.，斗三L!.. ~スl 詰斗.

3) 対l玉 λ1 噌斗叶え4 サ吐合判司正子ァトヰ早ヌト暑さト.:11.~斗.

叫すi唱号電: 芋スト叶舎:

手スト舌叫: 斗社主ヰ:

※せ唱司01スl叶l対七豆叫l呈すヰミラコヨ♀を，ユ司スl呈.71 À~ <5~ 三rÃJλ1 __2_

4) キァト王子ストセ~ス1吐 71モ叶司社ヰ吾号ÃJ_Q_主主司きトヱ 2l斗.

ァ|モー叫弓

叫舎:

Vol. 47 No. 3 

1 1.社17~À，iヰ廿舌合同l妄.'Õ"}~， ;宮ヰ企j 塾1;甘えq 叶1 叫ヰ~ ~7J ó1 対三とλl~，ヌト弁菩対1

MJ苧ノリλ1__2_

※牛ヱ許母音叶斗.ぺiをえλ同1 唱~司手斗ペ叶吐司社λトす叶斗.※


